
タンザニア国
村落給水事業実施・運営維持管理

能力強化プロジェクト
中間評価調査

報告書

独立行政法人国際協力機構
地球環境部

平成25年2月
（2013年）

環境

13-150

JR





タンザニア国
村落給水事業実施・運営維持管理

能力強化プロジェクト
中間評価調査

報告書

独立行政法人国際協力機構
地球環境部

平成25年2月
（2013年）





 

序     文 

 
日本国政府は、タンザニア連合共和国政府の要請に基づき、「村落給水事業実施・運営維持管理能

力強化プロジェクトフェーズ 2」を実施することを決定し、2011 年 5 月に討議議事録（R/D）の署名

をタンザニア連合共和国政府と取り交わしました。これに基づき、2011 年 8 月から 2014 年 7 月まで

の 3 年のプロジェクトとして、独立行政法人国際協力機構が本プロジェクトを実施することになりま

した。 

当機構は本プロジェクトの中間点にあたる 2013 年 1 月 6 日から同年 1 月 26 日までの 21 日間にわ

たり、当機構地球環境部国際協力専門員村上敏雄を団長とする中間評価調査団を派遣し、タンザニア

連合共和国のカウンターパートと合同で活動実績ならびにその結果について評価を行いました。調査

団は、その評価結果をミニッツに取りまとめ、タンザニア当局と署名交換を行い、その結果を報告書

として取りまとめました。今後、本報告書が、他の協力の参考として、広く活用されることを願うも

のです。 

最後に、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
2013 年 2 月 
 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 

部長 不破 雅実 
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調査対象地域位置図 
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略語一覧 

略語 正式名称 和訳 

BWO Basin Water Office 流域管理事務所 

CB&T Capacity Building & Training  能力強化と訓練 

CD Capacity Building 能力強化 

COWSO Community Owned Water Supply 
Organization 

住民所有給水組織 

C/P Counterpart カウンターパート 

CWSD Community Water Supply Division コミュニティ給水局 
（現・地方給水局） 

DWST District Water and Sanitation Team 県給水衛生チーム 

IA Implementation Agency 実施機関 

ID&CB Institutional Development and 
Capacity Building 

組織開発能力強化 

JCC Joint Coordination Committee プロジェクト合同調整委員会 
LGAs Local Government Authorities 地方自治体 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MKUKUTA Mkakati wa Kukuza Uchumi na Kuonda 
Umasikini Tanzania 

成長と貧困削減のための国家戦略 

M/M Man Months 人月 

MoW Ministry of Water 水省 

MTEF Medium-Term Expenditure Framework 中期支出枠組み 

NAWAPO National Water Policy 国家水政策 

NSGRP National Strategy for Growth and 
Reduction of Poverty 

成長と貧困削減のための国家戦略 

O&M Operation and Maintenance 維持管理 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリックス 

PMO-RALG Prime Minister’s Office-Regional 
Administration and Local Government 

首相府地方自治省 

PO Plan of Operation 実施計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RWST Regional Water and Sanitation Team 州給水衛生チーム 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名：村落給水事業実施・運営維持管理能力強化

プロジェクト フェーズ 2 
分野：村落給水 援助形態：技術協力プロジェクト 
所感部署：地球環境部 協力金額（評価時点総額見込み）：3.8 億円 
協力期間 2011 年 8 月-2014 年 7 月 

（3 年間） 
先方協力機関：水省 

2. 協力の背景 

タンザニアは、94 万 5 千ｋ㎡の国土に約 4,160 万人の人口を擁するが、その約 82.5%にあたる約

3,430 万人が村落部に居住している。しかし、2010 年時点で村落部における安全な水へのアクセスは

58.7%に限られており、約 1,420 万人が汚染の恐れのある水源を使用している。 
タンザニア政府は、第 2 次国家水政策（2002 年）に基づき、セクターワイドアプローチ（SWAP: Sector 

Wide Approach to Planning）のコンセプトをベースにした水セクター開発プログラム（WSDP: Water 
Sector Development Programme）を 2007 年 2 月に立ち上げた。WSDP の 4 コンポーネントの 1 つであ

る「村落給水・衛生」では、2025 年の Tanzania Development Vision のゴールまでに地方部で 90%の給

水率を達成することを目標としており、そのための方策として、地方給水衛生プログラム（RWSSP: 
Rural Water Supply and Sanitation Programme）を定めている。 

WSDP/RWSSP では、従来の中央政府主導の村落給水事業実施及び運営維持管理体制（水省が新規

村落給水施設建設を行い、同省の指導の下、コミュニティが給水施設の運営維持管理を実施する体制）

から、県にそれらの役割を委譲する地方分権化政策が定められており、それに沿った権限委譲が急速

に進められた。そのため、WSDP/RWSSP を実施していくための県職員の村落給水事業の実施能力、

及び給水施設の運営維持管理能力の強化が必要となっていた。 
このような背景から、2005 年にタンザニア政府から我が国に対して技術協力プロジェクト「村落

給水事業実施・運営維持管理能力強化計画（通称 RUWASA-CAD、以下フェーズ１）」が要請された。

フェーズ 1 は 2007 年 9 月から 2010 年 8 月までの 3 年間、パイロット 4 州（コースト州、ダルエスサ

ラーム州、リンディ州及びムトワラ州）において実施され、県給水・衛生チーム（DWST: District Water 
and Sanitation Team）を中心とした能力向上を行うための各種研修教材及び研修実施スケジュール等

（以下「RUWASA-CAD 研修パッケージ」）がまとめられ、これによる研修も実施された。 
一方で、WSDP/RWSSP 自体については、全国の DWST 等の給水計画の策定能力やバスケットファ

ンドを用いた施設建設のためのプロジェクトマネジメント能力が不十分であることから進捗が遅れ

ている。そのため、WSDP/RWSSP 実施に携わる関係機関の能力強化の重要性が再認識されており、

全国の DWST（県給水衛生チーム、District Water and Sanitation Team）、RWST（州給水衛生チーム、

Regional Water and Sanitation Team）、BWO（流域管理事務所、Basin Water Office）が能力強化を行っ

ていくための体制の構築、及びこれを支援する水省の能力強化が必要となっている。また「タ」国は

地域によって自然条件、社会条件が異なるため、研修パッケージを各地域の特性に合わせたものへと

改良する必要もある。 
本プロジェクトは、このような背景により「タ」国から 2009 年に提出された要請を受けて実施す

るものであり、これらの課題への対応に加え、パイロット地域の対象コミュニティで運営・維持管理

までの支援を行うことにより、コミュニティレベルにおける実践に基づいた能力開発支援が行われる

ことを目指す。 
JICA は 2010 年 11-12 月にかけて詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの概要についての合

意がなされ、2011 年 5 月 23 日に討議議事録（R/ D）が署名された。このような状況を受け、本技術

協力プロジェクトは、2011 年 8 月から開始され、2014 年 7 月までの 3 年間の予定で実施されている。 
 
【協力内容】 
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（1） 上位目標 
DWST、RWST 及び BWO の村落給水・衛生事業に関する運営維持管理能力が強化される。 

 
（2） プロジェクト目標 
水省コミュニティ給水局（CWSD: Community Water Supply Division）によって提供される全国の

DWST、RWST 及び BWO を対象とした能力開発支援が強化される。 
 
（3） アウトプット 

1. RUWASA-CAD 研修パッケージが改善され、水省によって採用される。 
2. 各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した研修の補完教材が開発される。 
3. 全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省 CWSD の研修支援体制が強化される。 
4. 全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省 CWSD の研修支援体制が強化される。 

 
（4） 投入（2013 年 1 月時点） 
 日本側：総投入額 1.93 億円 
  ・専門家派遣：6 名 
  ・機材供与：約 0 円 
  ・ローカルコスト負担：約 17,946 千円 
 タンザニア側：総投入額 972 千円億円 
  ・カウンターパート配置：5 名 
  ・土地・施設提供：専門家執務室 
  ・ローカルコスト負担：17.6 百万 Tsh. （約 972 千円相当） 
2. 評価調査団の概要 

調査者 （1） 総括/村落給水 村上 敏雄 JICA 国際協力人材部 国際協力専門員 
（2） 調査企画 森口 隼 JICA 地球環境部水資源第二課職員 
（3） 評価分析 中村泰徳 グローバルリンクマネージメント株式会社 

調査期間 2013 年 1 月 6 日-2013 年 1 月 26 日 評価種類：中間評価 
3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

【プロジェクト目標：水省コミュニティ給水局によって提供される全国の DWST、RWST 及び BWO

を対象とした能力開発支援が強化される。】 

プロジェクト目標の達成のためには、CWSD による CD 支援が高い満足度を受け（指標 1）、DWST、
RWST 及び BWO がコミュニティ、DWST 及び RWST/DWST に対して RWSS 事業に関する指導を行

う（指標 2、3 及び 4）必要がある。 
現時点で、パイロット地域のタボラ州ウユイ県及びシコンゲ県に対するアンケート調査において、

DWST の CD に対するコミュニティ給水局の支援に関する満足度が 80%を超えている。しかし、本

指標が目指すタンザニア本土の DWST、RWST 及び BWO の CD の実施に対するコミュニティ給水局

による支援は、現時点で実施されていない。 
パイロット地域において、プロジェクト実施前は、COWSO による給水施設の運営とメンテナンス

をモニタリング・指導する DWST は存在しなかったが、タボラ州のウユイ県およびシコンゲ県の

DWST が COWSO の給水施設運営・管理のモニタリングを開始した。その他 4 つのパイロット DWST
においても、COWSO による運営とメンテナンスのモニタリングを開始する意向が示されている。 
本プロジェクトにおける DWST の活動は、すべて RWST を介して行われてきたため、プロジェク

ト開始以前と比較すると、パイロット地域の DWST に対する RWST の指導件数は増加している。 
パイロット地域の DWST は、プロジェクト開始以前から、水源開発や水利権獲得のため BWO に
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対して指導を求めていたが、本プロジェクトにより実施された研修により、BWO と DWST/RWST 間

のコミュニケーションがより円滑になり、指導件数は増えつつある。しかし、BWO および

DWST/RWST は、異なる行政組織に所属しているため、BWO が DWST 及び RWST に対して指導を

行うことの行政組織上の難しさも指摘された。 
 
指標 内容 達成状況 

1 水省コミュニティ給水局

によって提供される能力

開発支援にかかる DWST、
RWST及びBWOの満足度

が、平均で XX%以上に達

する。 

パイロット地域においては、DWST 及び RWST の CD に対す

るコミュニティ給水局の支援に関する満足度が 80%を超し

ている。しかし、本指標が目指すタンザニア本土の DWST、
RWST 及び BWO の C の実施に対するコミュニティ給水局

による支援は、現時点で実施されていない。 

2 パイロット地域のコミュ

ニ テ ィ を 対 象 と し た

DWST の指導件数が増加

する。 

タボラ州のウユイ県およびシコンゲ県で給水施設の運営・管

理のモニタリングが COWSO によってはじめられた。その他

4 つのパイロット県においても、COWSO による運営とメン

テナンスのモニタリングを開始する意向が示されている。 

3 パイロット地域の DWST
を対象とした RWST の指

導件数が増加する。 

DWST に対するすべての指導は、RWST を介して行われるた

め、パイロット地域の DWST に対する RWST の指導件数は、

増加している。 
4 パイロット地域の DWST

及び RWST を対象とした

BWO の指導件数が増加す

る。 

パイロット地域の DWST は、水源開発や水利権獲得のために

BWO に対して指導を求めていることが確認された。しかし、

BWO および DWST/RWST は、異なる行政組織に所属してい

るため、BWO が DWST 及び RWST に対して指導を行うこと

の難しさも指摘された。パイロット地域においては、本プロ

ジェクトにより実施された研修により、 BWO と

DSWT/RWST 間のコミュニケーションが円滑になったが、上

記の行政組織上の問題により、BWO が DWST 及び RWST が

村落給水衛生事業に係る指導を実施することは難しい状況

は変わっていない。 
 

【成果 1：RUWASA-CAD の研修パッケージが改善され、水省によって採用される。】 

アウトプット１の達成のためには、RUWASA-CAD 研修パッケージが PIM の添付資料として採用

され（指標 1-2）、研修モジュラーガイドが DWST、RWST 及び BWO によって利用される（指標 1-1）
必要がある。 
現時点では、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」は、PIM の添付資料として採用されていない。一

方、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」を作成する際の参考資料である「RWSS プロジェクトサイク

ル」が PIM に取り込まれた。指標 1-2 に関しては、中間レビューまでに、プロジェクトメンバー内

で、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」ではなく、「RWSS プロジェクトサイクル」及び「研修モジュ

ラーガイド」を PIM に取り込むことの方が指標として適切との合意を得ている。RUWASA-CAD 研

修パッケージは、WSDP 実施機関の研修ニーズにより適宜変更されるもので、PIM の別添資料とし

てはふさわしくないと判断されたことが理由である。 
一方、研修モジュラーガイドは DWST、RWST 及び BWO によって活用されていない。これは、研

修モジュラーガイドは、DWST、RWST 及び BWO の CD 計画に含まれる研修を実施する際に用いら
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れるが、CD 計画自体が実施されていないためである。 
 
指標 内容 達成状況 
1-1 コミュニティ給水局によ

って配布された研修モジ

ュールガイドを活用する

全国の DWST、RWST 及び

BWO が XX%以上となる。 

中間評価時点では、DWST（県給水衛生チーム、District Water 
and Sanitation Team）, RWST（州給水衛生チーム、Regional 
Water and Sanitation Team）および BWO（流域管理事務所、

Basin Water Office）は、研修モジュラーガイドを活用してい

ない。研修モジュラーガイドは、DWST、RWST 及び BWO
の CD 計画に含まれる研修を実施する際に用いられるが、CD
計画自体がCD計画実施のための唯一の財源であるWSDPフ
ェーズ 1 からの資金不足により実施できていない状況であ

る。また、CD 計画自体が活用可能な資金を基に作成されて

おらず、実施可能な計画となっていない。 
1-2 RUWASA-CAD 研修パッ

ケージのRWSSP 事業実施

マニュアル（PIM）添付資

料に採用される。 

現時点では、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」は、PIM（プ

ログラム実施マニュアル、Programme Implementation Manual）
に取り入れられていない。一方、RUWASA-CAD 研修パッケ

ージを作成する際の参考資料である「RWSS プロジェクトサ

イクル」が PIM に取り込まれた。プロジェクトメンバー内に

おける協議の結果、本指標については、RUWASA-CAD 研修

パッケージではなく、「RWSS プロジェクトサイクル」及び

「研修モジュラーガイド」を PIM に取り込むことの方が適し

ているということで合意している。理由として、

RUWASA-CAD 研修パッケージは、WSDP 実施機関の研修ニ

ーズにより変更されるもので、PIM の別添資料としてはふさ

わしくないと判断されたからである。 
 
【成果 2：各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した研修の補完教材が開発される。】 

アウトプット 2 の達成のためには、タンザニア本土各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した

補完教材が作成され（指標 2-1）、同補完教材が利用者から高い満足度を得る（指標 2-2）必要があ

る。 
現時点で、パイロット地域の自然環境及び社会経済状況などの地域特性を分析した結果、タンザニ

ア本土各地域の地域特性に適応した補完教材が以下の通り作成された。 
1. 水理地質予察図とその解説 
2. 岩盤地域での地下水調査法の解説と調査事例の紹介 
3. フッ素による健康被害の解説 
4. フッ素濃度分布図 
5. 給水率分布図、人口密度分布図 
また、パイロット地域における研修受講者に対するアンケート調査の結果、研修参加者の 90%以

上が、補完教材を「とても良い」または「良い」と評価した。 
 
指標 内容 達成状況 
2-1 XX の研修補完教材が作

成される。 
パイロット地域の自然環境及び社会経済状況などの地域特

性を分析した結果、以下の 5 つの補完教材が完成した。 
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1.水理地質予察図とその解説 
2.岩盤地域での地下水調査法の解説と調査事例の紹介 
3.フッ素による健康被害の解説 
4.フッ素濃度分布図 
5.給水率分布図、人口密度分布図 

2-2 研修補完教材の内容に関

する研修受講者の満足度

が XX 以上を達成する。 

パイロット地域における研修受講者に対するアンケート調

査の結果、研修参加者の 90%以上が、補完教材を「とても良

い」または「良い」と評価した。 

 
【成果 3：全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省コミュニティ給水局の能力開発支援体制

が強化される。】 

アウトプット 3 の達成のためには、全国版の研修リソースインベントリが DWST、RWST 及び BWO
に使用され（指標 3-1）、研修指導要領が作成され（指標 3-2）、CWSD が DWST、RWST 及び BWO
の CD 計画における RWSS 関連研修のための予算配分のファシリテーションを行う（指標 3-3）必要

がある。 
現時点では、タンザニア本土全域の DWST、RWST 及び BWO が研修を実施する際に活用する資料

である全国版の研修リソースインベントリは作成されていない。一方、2012 年 5 月に研修指導要領

の第１版ドラフトが完成している。 
村落給水・衛生関連研修に必要な予算配分に関するコミュニティ給水局のファシリテーションに関

しては、現時点ではタンザニア本土全域の DWST、RWST 及び BWO に対して実施されていない。 
 
指標 内容 達成状況 
3-1 研修リソースインベント

リを活用する DWST、

RWST及びBWOの割合が

全国で XX%以上となる。 

現時点では、全国版の研修リソースインベントリは作成され

ていない。研修リソースインベントリは、DWST、RWST 及

び BWO が CD 計画に含まれる研修を実施する際に活用する

資料であるが、予算不足により CD 計画がプロジェクト終了

時までに実施されることはないと推測されているためであ

る。全国版のリソースインベントリは、WSDP 全体のインベ

ントリ作成方針が策定される 2013 年 6 月以降に作成する予

定に変更されている。 
3-2 2013 年 11 月までに研修指

導要領を完成させる。 
2012 年 5 月に研修指導要領の第１版ドラフトが完成した。第

１版ドラフトには、モニタリング・評価のセクションを含め

ていないが、2013 年 6 月に WSDP のモニタリング・評価フ

レームワークが作成される予定であり、その後に追加される

予定である。 
3-3 村落給水・衛生関連研修に

必要な予算配分及び研修

の実施方法に関して、コミ

ュニティ給水局のファシ

リテーションを受ける全

国の DWST、RWST 及び

現時点では、村落給水・衛生関連研修に必要な予算配分に関

して、コミュニティ給水局のファシリテーションを受けてい

る全国の DWST、RWST 及び BWO は存在しない。本指標に

おける CWSD（コミュニティ給水局、Community Water Supply 
Division）のファシリテーションは、CD 計画における研修を

実施する際に行われるものであるが、CD 計画実施のための



viii 

BWO が増加する。 予算が不足していることや CD 計画そのものが財源を確保せ

ずに作成されたことが原因で CD 計画が実施されていないた

めである。また、CWSD および DWST/RWST が、異なる省

庁の傘下にあることや、BWO が、CWSD はなく WRD（水

資源局、Water Resources Division）の傘下にあることなどタ

ンザニアの行政組織においては、CWSD から DWST、RWST
及び BWO に対してファシリテーションを実施することが難

しいことも原因である。 
 

【成果 4：パイロット地域のコミュニティにおける給水状況の改善へ向けた取り組みが強化される。】 

アウトプット 4 の達成のためには、パイロット地域の DWST がコミュニティに対して指導を行い

（指標 4-1）、コミュニティが給水施設利用料の回収率を上げる（指標 4-2）必要がある。 
現時点で、パイロット地域であるタボラ州の 2 つの県（ウユイ県およびシコンゲ県）で COWSO

による給水施設の運営とメンテナンスのモニタリングが開始された。その他 4 つのパイロット県にお

いても、COWSO による運営とメンテナンスのモニタリングを開始する意向が示されている。 
一方、DWST による COWSO モニタリングは、タボラ州のパイロット COWSO に対して開始され

て間もないため、COWSO の給水施設利用料の回収率に関しては、進捗が見られなかった。モニタリ

ングを開始したウユイ県で、COWSO から DWST に提出される月報が 2012 年 11 月初めて提出され

たところである。 
 
指標 内容 達成状況 

 
3-1 パイロット地域で DWST

による指導を受けるコミ

ュニティの数が増加する。 

現時点では、パイロット地域の DWST 及び RWST に対する

研修およびタボラ州の 2つの県（ウユイ県およびシコンゲ県）

でCOWSOによる給水施設の運営とメンテナンスのモニタリ

ングが開始された。その他 4 つのパイロット県においても、

COWSO による運営とメンテナンスのモニタリングを開始す

る意向が示されている。 
3-2 給水施設の料金徴収率が

向上したパイロット地域

の対象コミュニティの割

合が XX%以上となる。 

COWSO によるモニタリングは、タボラ州のパイロット対象

COWSO で開始されて間もないため本指標は進捗が見られな

い。COWSO から DWST に提出される月報が最近初めて提出

されたところである。また、水の料金徴収については、天候

などプロジェクトでは管理できないその他の要件の影響を

うける事が判明した。 

 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性：概ね高い 

プロジェクトは、タンザニア、日本の政策、及びタンザニアのニーズに以下の通り合致している。 
i) 国家水政策（2002）及び WSDP（2005-2025）は、現時点で有効である。  
ii) 2012 年 6 月に策定された日本の対タンザニア国別援助方針は、給水施設の開発とその運営管

理のための人材育成を重点支援分野の一つに設定している。 
iii) WSDP 実施における地方自治体や州政府の能力の低さは現時点でも指摘されており、WSDP
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実施機関の能力強化は必要とされている。 
iv) プロジェクトのロジックは適切と考えらえる。しかし、CD 計画が問題なく実施されること

を前提としたプロジェクトデザインは、適切とは言えない。 
 
(2) 有効性：低い 

中間レビューまでのプロジェクトの進捗状況から判断すると、プロジェクト目標が達成される可能

性は低いと考えらえる。 
 

(3) 効率性：低い 

以下の投入、活動、アウトプットの実績から、中間レビュー時点では効率性は低いと考えられる。 
i) 日本側・タンザニア側からの投入の質、量、タイミングは、タンザニア側のプロジェクトメ

ンバーの活動を除けば、概ね適切と判断される。 
ii) 本邦研修に関しては、参加者が帰国後プロジェクト実施に積極的に参加していることが確認

された。 
iii) アウトプット 3 の活動は、計画通り実施されておらず、またアウトプット 1，3 に関しては、

中間レビュー時点までで達成されることが期待された成果を達成できていない。 
 
(4) インパクト：判断することが難しい 

既存の指標では、上位目標の達成見込みを判断することは難しい。指標 1 は、指標の定義が明確で

はないこと、指標 2 は、目標値の設定が現時点までにできないことが理由である。 
 
(5) 持続性：低い 

持続性は、以下の観点から分析して低いと考えられる。 
i) 政策・制度面の持続性は高いと考えられる。WSDP（2005-2025）は、プロジェクト終了後も

有効であり、プロジェクトによる成果の継続を支援することが期待される。 
ii) 組織面の持続性は低いと考えらえる。タンザニア側プロジェクトメンバーの管理者レベルは

プロジェクトに積極的に協力しておらず、タンザニア側の主要プロジェクトメンバーである

村落給水局能力強化・研修課も積極的にプロジェクト活動に参加していない。また、DWST
や RWST の主管省庁である地方自治省がプロジェクト実施に含まれていない。  

iii) 財政面の持続性は低いと考えられる。本プロジェクトの成果が財政面で持続するためには、

CD 計画実施予算が継続的に確保される必要がある。しかし、中間レビューまでは、CD 計画

実施のための予算不足や予算過多の CD 計画が DWST、RWST 及び BWO が CD 計画を実施

することを困難にし、CWSD が同計画における研修の実施を支援する機会を持てていない状

況である。  
iv) 技術面の持続性は、概ね高いと考えられる。CWSD は、DWST、RWST 及び BWO による研

修実施を支援できる技術知識をある程度有していると日本人専門家より評価されている。 
 
3-3. 効果発現に関する貢献要因 

(1) 計画内容にかかわること 
i) 特になし。 

(2) 実施プロセスにかかわること 
i) 数名のタンザニア側プロジェクトメンバーが積極的にプロジェクト活動に参加した。 

 
3-4. 効果発現に関する阻害要因 

(1) 計画内容にかかわること 
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i) CD 計画が実施されないリスクに対する対応を計画に含めていなかった。 
(2) 実施プロセスにかかわること 

i) 村落給水局の管理者レベルがプロジェクト活動の実施に協力的でなかった。 
ii) WSDP により DWST、RWST 及び BWO の CD 計画実施のために配賦された予算が既存の CD

計画実施のためには十分でなかった。 
iii) 既存の CD 計画が活用可能な予算に基づいて策定されたものではないため、CD 計画自体が財

政的に実施不可能であった。 
iv) CWSD と DWST/DWST の主管省庁が異なり、BWO がタンザニア側プロジェクトメンバーの

中心である CWSD と水省の異なる部局に属しているため、CWSD が DWST、RWST 及び BWO
に指導することが行政組織上難しい。 

 
3-5. 結論 

中間レビュー時点までに、RUWASA-CAD 研修パッケージの改善に係る活動（アウトプット 1）、
補完教材の作成（アウトプット 2）、研修コンサルテーションガイドの第 1 ドラフトの作成（アウト

プット 3）、及びパイロット地域における研修の実施（アウトプット 4）が概ね計画通り実施された。

しかし、DWST、RWST 及び BWO による CD 計画実施予算の不足、CD 計画自体の予算過多が主な

原因となり、アウトプット 1 及びアウトプット 3 の達成レベルが低かった。 
5 項目評価に関しては、妥当性は概ね高いと考えられるが、効率性、有効性、持続性は、中間レビ

ューまでのプロジェクト進捗状況を分析すると低いと考えられる。インパクトに関しては、上位目標

の既存の指標ではその達成見込みの判断が難しい。 
 
3-6. 提言 

1. DWST、RWST 及び BWO による CD 計画の実施（対象：日本人専門家及び水省） 
本レビューにおいて、アウトプット及びプロジェクト目標を達成する阻害要因として CD 計

画の未実施が確認された。プロジェクト後半では、CD 計画の実施を確保するために以下の活動

を実施する必要がある。 
i. DWST、RWST 及び BWO が作成した CD 計画が入手可能な予算内で実施されるよう、プロ

ジェクトはそれらの CD 計画を予算的に実行可能な内容に改訂することを支援する。 
ii. MTEF の 2012/13 年度及び 2013/14 年度の CD 計画実施のための WSDP 予算が計画通りに配

賦されるよう、WSDP のテクニカルワーキンググループにおいて予算執行のフォローアッ

プを行う。 
iii. DWST、RWST 及び BWO が CD 計画実施のために配賦された予算の一部を研修の実施に活

用するよう、水省が行政指導を行う。 
iv. DWST、RWST 及び BWO が研修実施予算を確保できるよう、研修実施のための財源を拡大

する。各機関は、WSDP 予算以外の財源として、各機関の歳入を研修に活用することを検

討する。 
v. パイロットエリアでの研修を開始するためにタンザニア全土のリソースインベントリを作

成する。 
 

2. タンザニア側プロジェクトメンバーのオーナーシップ（対象：タンザニア側プロジェクトメン

バー） 
本レビューにおいて、一部のタンザニア側プロジェクトメンバーのオーナーシップが低いこ

とが、プロジェクトの有効性・持続性にマイナスの影響を与えていることが確認された。プロ

ジェクト目標を達成するために、タンザニア側プロジェクトメンバーは、プロジェクト目標の

達成のためにより積極的に参加する。特に幹部レベル及び CB&T の参加が必要である。 
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i. タンザニア側プロジェクトメンバーの管理者レベルはプロジェクトの実施に協力する。 
ii. コミュニティ給水局内の業務分担では、DWST、RWST による CD 計画実施のモニタリング・

指導は、CB&T が担当することとなっており、本プロジェクトの実施においても同課から最

低 1 名の職員を継続的に配置する。 
 

3. タンザニアの行政機構に合わせたタンザニア側プロジェクトメンバーの配置（対象：タンザニ

ア側プロジェクトメンバー） 
本レビューにおいて、タンザニアの行政機構を考慮していないプロジェクト実施体制がアウ

トプット達成の阻害要因となっていることが確認された。プロジェクト後半はタンザニアの行

政機構を考慮したプロジェクト実施体制とすることが必要である。 
i. CWSD が DWST 及び RWST にコンタクトすることを容易にするため、地方自治省

（PMO-RALG）の水セクター調整グループのメンバーをタンザニア側プロジェクトメンバ

ーに加える。 
ii. 水資源局（WRD）は、タンザニア側プロジェクトメンバーの一部局として位置づけられて

いるが、プロジェクトが支援する BWO は WRD の傘下であり、WRD に関しても、CWSD
と並んでプロジェクト実施の中心的部局としてとらえる。 

 
4. パイロット地域における COWSO の運営状況モニタリングの継続（対象：日本人専門家、タン

ザニア側プロジェクトメンバー及びパイロット地域の DWST） 
i. 既存の PDM における COWSO の運営状況を測る指標（給水施設使用料に係る指標）は、指

標の目標を設定することが困難なため指標の変更を提言するため、PDM 上は COWSO の運

営状況をモニタリングする必要がなくなるが、パイロット地域の DWST による COWSO 支

援の COWSO の運営状況に対する影響を把握するために、パイロットエリアにおける

COWSO の運営状況を継続してモニタリングする。 
 
3-7. 教訓 

1. 本中間レビューでは、日本側・タンザニア側で合意した最新の PO（2011 年 5 月 23 日版 POver.1）
を基に活動の進捗状況の評価を行ったが、関係者間で最新ととらえる PO が異なっていた。本

中間レビューを機に、PO ver.2 を作成し、プロジェクト関係者全員で共通する PO を基にプロジ

ェクト実施を管理することが必要である。 
 

2. 本プロジェクトは、WSDP バスケットファンド予算の活用を想定した技術協力プロジェクトで

あるが、同バスケットファンド予算の拠出が想定通りなされなかったため、一部のプロジェク

ト活動が実施できない状況であった。バスケットファンド予算を活用した技術協力プロジェク

トは、想定通り予算が拠出されれば、少ない投入で大きい成果を達成することが可能であるが、

バスケットファンド予算にプロジェクトの成果が大きく左右される側面を持っている。そのた

め、バスケットファンド予算の活用を想定した技術協力プロジェクトを形成する際は、バスケ

ットファンド予算が確実に拠出されることを如何に見極めるか、またバスケットファンド予算

が拠出されない場合のリスクを如何に担保するかを十分に検討する必要がある。 
 

3. 本中間レビューは、クリスマス、正月直後の 1 月 6 日から実施されたため、評価スケジュール

に関してタンザニア側カウンターパートとのコミュニケーションが事前に取れず、評価スケジ

ュールが確定したのは先行調査団員が現地に到着した後だった。今回は、カウンターパート側



xii 

の配慮で臨機応変にインタビューが設定されたが、短い調査期間を効果的に活用するために、

現地調査の時期は長期休暇の直後には設定しないことが望ましい。 
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第1章 中間評価調査団の派遣 

1-1 調査の経緯と目的 

タンザニアは、94 万 5 千ｋ㎡の国土に約 4,160 万人の人口を擁するが、その約 82.5%にあたる約

3,430 万人が村落部に居住している。しかし、2010 年時点で村落部における安全な水へのアクセスは

58.7%に限られており、約 1,420 万人が汚染の恐れのある水源を使用している。 

タンザニア政府は、第 2 次国家水政策（2002 年）に基づき、セクターワイドアプローチ（SWAP: Sector 
Wide Approach to Planning）のコンセプトをベースにした水セクター開発プログラム（WSDP: Water 
Sector Development Programme）を 2007 年 2 月に立ち上げた。WSDP の 4 コンポーネントの 1 つであ

る「村落給水・衛生」では、2025 年の Tanzania Development Vision のゴールまでに地方部で 90%の給

水率を達成することを目標としており、そのための方策として、地方給水衛生プログラム（RWSSP: 
Rural Water Supply and Sanitation Programme）を定めている。 

WSDP/RWSSP では、従来の中央政府主導の村落給水事業実施及び運営維持管理体制（水省が新規

村落給水施設建設を行い、同省の指導の下、コミュニティが給水施設の運営維持管理を実施する体制）

から、県にそれらの役割を委譲する地方分権化政策が定められており、それに沿った権限委譲が急速

に進められた。そのため、WSDP/RWSSP を実施していくための県職員の村落給水事業の実施能力、

及び給水施設の運営維持管理能力の強化が必要となっていた。 

このような背景から、2005 年にタンザニア政府から我が国に対して技術協力プロジェクト「村落

給水事業実施・運営維持管理能力強化計画（通称 RUWASA-CAD、以下フェーズ１）」が要請された。

フェーズ 1 は 2007 年 9 月から 2010 年 8 月までの 3 年間、パイロット 4 州（コースト州、ダルエスサ

ラーム州、リンディ州及びムトワラ州）において実施され、県給水・衛生チーム（DWST: District Water 
and Sanitation Team）を中心とした能力向上を行うための各種研修教材及び研修実施スケジュール等

（以下「RUWASA-CAD 研修パッケージ」）がまとめられ、これによる研修も実施された。 

一方で、WSDP/RWSSP 自体については、全国の DWST 等の給水計画の策定能力やバスケットファ

ンドを用いた施設建設のためのプロジェクトマネジメント能力が不十分であることから進捗が遅れ

ている。そのため、WSDP/RWSSP 実施に携わる関係機関の能力強化の重要性が再認識されており、

全国の DWST（県給水衛生チーム、District Water and Sanitation Team）、RWST（州給水衛生チーム、

Regional Water and Sanitation Team）、BWO（流域管理事務所、Basin Water Office）が能力強化を行っ

ていくための体制の構築、及びこれを支援する水省の能力強化が必要となっている。また「タ」国は

地域によって自然条件、社会条件が異なるため、研修パッケージを各地域の特性に合わせたものへと

改良する必要もある。 

本プロジェクトは、このような背景により「タ」国から 2009 年に提出された要請を受けて実施す

るものであり、これらの課題への対応に加え、パイロット地域の対象コミュニティで運営・維持管理

までの支援を行うことにより、コミュニティレベルにおける実践に基づいた能力開発支援が行われる

ことを目指す。 
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JICA は 2010 年 11-12 月にかけて詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの概要についての合

意がなされ、2011 年 5 月 23 日に討議議事録（R/D）が署名された。続いて、プロジェクトの中間点

にあたる 2013 年 1 月 6 日から同年 1 月 26 日までの 21 日間にわたり、中間評価調査団を派遣し、タ

ンザニア連合共和国のカウンターパートと合同で活動実績ならびにその結果について評価を行った。

調査団は、その評価結果をミニッツに取りまとめ、同年 1 月 24 日にミニッツに署名した。 

1-2 調査団の構成 

Name 
氏名 

Duty 
担当分野 

Occupation 
所属先 

Period 
(in-out) 

Mr. Toshio MURAKAMI 
村上 敏雄 

Leader/Rural Water 
Supply 
総括/村落給水 

Senior Advisor, JICA 
JICA 国際協力専門員 

Jan 6 -  
Jan 26 

Mr. Jun MORIGUCHI 
森口 隼 

Cooperation Planning 
調査企画 

Water Resources Management Division 
2, Global Environment Department, 
JICA 
JICA 地球環境部水資源第二課 

Jan 6 -  
Jan 26 

Mr. Yasunori NAKAMURA
中村 泰徳 

Evaluation Analysis 
評価分析 

Global Link Management 
グローバルリンクマネージメント 
株式会社 

Jan 6 -  
Jan 26 
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1-3 調査日程 

2013 年 1 月 6 日から 1 月 26 日の期間、中間評価を行った。詳細は、以下の通り。 

Mr. Yasunori NAKAMURA Mr.  Toshio MURAKAMI/  Mr.  Jun MORIGUCHI

1 6-Jan Sun PM：Narita（22:00）→Dubai（05:00）

2 7-Jan Mon Dubai（10:15）→Dar Es Salaam（14:55）

3 8-Jan Tue
AM: Meeting w/JICA Tanzania Office and JICA Experts

PM: Courtesy Call on MoW

4 9-Jan Wed
AM: Document Review

PM: Interview (Ms. Kinbute, Ms. Mbowe, Mr. Mweta)

5 10-Jan Thu AM: Interview (Ms. Kirenga, Ms. Mbowe, Mr.Mweta)

6 11-Jan Fri AM: Interview (Mr. Baraka)

7 12-Jan Sat Drafting of Mid-Term Review Report

8 13-Jan Sun Drafting of Mid-Term Review Report

9 14-Jan Mon
AM: Drafting of Mid-Term Review Report

PM: Meeting with Japanese experts
PM：Narita（22:00）→Dubai（05:00）

10 15-Jan Tue
AM：Drafting of Mid-Term Review Report

18:00-19:30 Meeting w/ Survey Mission

PM：Dar Es Salaam (14:55)

18:00-19:30 Meeting w/ Survey Mission

11 16-Jan Wed

9:30-10:00  Meeting w/JICA Tanzania Office

11:00-11:30 Courtesy Call on MoW

PM:    Meeting w/ JICA Expert

9:30-10:00  Meeting w/JICA Tanzania Office

11:00-11:30 Courtesy Call on MoW

PM:    Meeting w/ JICA Expert

12 17-Jan Thu
AM:Dar Es Salaam (11:00)→Mwanza (12:30)

PM:Move to Nzega

AM:Dar Es Salaam (11:00)→Mwanza (12:30)

PM:Move to Nzega

13 18-Jan Fri Site Visit in Tabora (Sikonge District, Uyuni District) Site Visit in Tabora (Sikonge District, Uyuni District)

14 19-Jan Sat
AM:Move to Mwanza

PM:Mwamza (20:40)→Dar Es Salaam (22:10)

AM:Move to Mwanza

PM:Mwamza (20:40)→Dar Es Salaam (22:10)

15 20-Jan Sun
AM: Drafting of Mid-Term Review Report

PM: Drafting of Mid-Term Review Report, Internal Meeting

AM: Drafting of Mid-Term Review Report

PM: Drafting of Mid-Term Review Report, Internal Meeting

16 21-Jan Mon
AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

PM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

PM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

17 22-Jan Tue
AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

14:00-16:00 Discussion with GIZ on CD plan & implementation

AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

14:00-16:00 Discussion with GIZ on CD plan & implementation

18 23-Jan Wed
AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

PM: Preparation for JCC and Mid-Term Review Report Printing

AM: Discussion w/CP on Mid-Term Review Report

PM: Preparation for JCC and Mid-Term Review Report Printing

19 24-Jan Thu
AM: JCC, Signing of M/M

PM: Reporting at JICA and EoJ

AM: JCC, Signing of M/M

PM: Reporting at JICA and EoJ

20 25-Jan Fri
AM: Report writing

PM: Dar es Salaam ( 16:45 )

AM: Report writing

PM: Dar es Salaam ( 16:45 )

21 26-Jan Sat
AM：Dubai ( 02:55 )

PM：Narita ( 17:20 )

AM：Dubai ( 02:55 )

PM：Narita ( 17:20 )

Date

 
 

1-4 プロジェクトの概要 

中間評価時点で使用されている PDM（Version 1）で定められている上位目標、プロジェクトの目

標、成果および活動は以下の通りである。 

【上位目標】 
村落給水・衛生（RWSS）事業に係る全国の県給水衛生チーム（DWST）、州給水衛生チーム（RWST）

及び流域管理事務所（BWO）の村落給水・衛生事業に関する運営管理能力が強化される。 

【プロジェクト目標】 
水省コミュニティ給水局によって提供される全国の DWST、RWST 及び BWO を対象とした能力開

発支援が強化される。 

【成果】 
1. RUWASA-CAD 研修パッケージが改善され、水省によって採用される。 
2. 各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した研修の補完教材が開発される。 
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3. 全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省コミュニティ給水局の能力開発支援体制が強化

される。 
4. パイロット地域のコミュニティにおける給水状況の改善へ向けた取り組みが強化される。 

 
【活動】 

0-1. ベースライン調査及びインパクト調査を行う。 
1-1. RUWASA-CADフェーズ1対象県でのRWSSPの実施状況、水省およびRUWWAS-CADフェー

ズ1で開発された研修パッケージ（RUWASA-CAD研修パッケージ）の実践状況およびWSDP
の実施状況を調査する。 

1-2. 活動1-1の調査結果に基づきRUWASA-CAD研修パッケージを検証する。 
1-3. ユーザーフレンドリーな視点を踏まえて、RUWASA-CAD研修パッケージを修正する。 
1-4. DWST、RWSTおよびBWOを対象にして、RWSSPの協力・連携体制やRUWASA-CAD研修パ

ッケージの修正版を共有するためのワークショップを開催する。 
1-5. 研修計画の作成・実施に係る主要ツールとして、RUWASA-CAD研修パッケージの制度化を

奨励する。 
2-1. 自然環境、社会経済状況などの観点から、タンザニア本土を地域ごとの特性に応じて分類

する。 
2-2. 設定された選択基準に基づいて、RUWASA-CADフェーズ1の地域特性とは異なるパイロッ

ト地域を選定する。 
2-3. 各地域の特性に応じた研修カリキュラムおよび補完教材を作成する。 
2-4. パイロット地域での研修（活動4-2）を通じて抽出された情報・データを取りまとめる。 
2-5. 全国展開に向けて、研修カリキュラムおよび補完教材を更新する。 
3-1. RUWASA-CADフェーズ1の研修リソースインベントリを基に研修リソースインベントリ全

国版を作成・改善する。 
3-2. DWST、RWSTおよびBWOによって策定された研修計画を検討し、課題を抽出する。 
3-3. 研修計画の策定・実施に必要な研修指導要領を策定し、活動4-1を通じて修正・更新する。 
3-4. DWST、RWSTおよびBWOによる研修計画の実施に必要な予算措置、スケジュールなどを含

むコミュニティ給水局の年間研修管理計画を作成・改善する。 
3-5. 同研修管理計画に沿って、全国のDWST、RWSTおよびBWOによる研修をモニタリング・監

督する。 
3-6. 上記手順を取りまとめた研修管理のための業務実施マニュアルを改善する。 
3-7. WSDP関係機関を対象にして、研修指導要領、年間研修管理計画および業務実施マニュアル

を共有するためのワークショップを開催する。 
4-1. パイロット地域のDWST、RWSTおよびBWOに対する研修計画実施のコンサルテーションを

行う。 
4-2. 活動4-1の能力開発コンサルテーションに基づき、パイロット地域のDWST、RWSTおよび

BWOを対象にした研修を行う。 
4-3. パイロット地域のコミュニティによる給水施設の運営・維持管理に係るDWSTの指導および

モニタリング活動を支援する。 
4-4. 全国展開のために、同コミュニティでのモニタリング活動から抽出された経験、結果およ

び教訓をまとめ、文書化する。 
4-5. 全国のDWSTを対象として、給水施設の運営・維持管理状況および上記モニタリング結果を

共有するためのワークショップを開催する。 
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1-5 団長所感 

（1） 本プロジェクトの WSDP への好影響 
本プロジェクトの団員が WSDP の「地方給水・衛生」と「組織開発・能力強化」の 2 つのテク

ニカルワーキンングループ（TWG）に参加しており、プロジェクト内だけの活動であったものが、

WSDP 全体の活動に影響を与えるようになっている。具体的には、TWG において WSDP の実施

マニュアルである PIM 改訂の必要性についての議論が大きくなってきている。本プロジェクトに

おいて現在 PIM 利用状況調査を行っており、今後その結果を用いて TWG で PIM 改訂について働

きかける予定となっている。これらの活動は進捗が遅れている WSDP の改善に大いに貢献するも

のであり、継続することが望ましい。 

（2） 流域管理事務所と地方行政との関係の強化への好影響 
給水事業において水源の確保は根源であり、水資源ポテンシャルに関する情報や水資源の管理

が重要であるが、流域管理事務所（BWO）と州給水衛生チーム（RWST）及び県給水衛生チーム

（DWST）との連携が、縦割り行政の影響でこれまで殆どとられてこなかった。本プロジェクト

のパイロット地域における活動により、BWO と地方行政との連絡が頻繁に行われるようになっ

てきている。水資源調査や水資源管理に関しては日本に技術的優位性のある分野であり、JICA は

タンザニア国においてこれまで多くの地下水・水資源の調査を行っている。蓄積された知見を活

かして主導していけるアプローチと思われる。 

（3） PDM の指標設定及び改訂 
詳細計画策定調査の情報により作成されたプロジェクト開始前の PDM に、幾つか問題を抱え

ているにもかかわらず、中間評価まで全く手が付けられていない。指標の数値については、ベー

スライン調査結果を受けて記入することになっていたはずであるが、未記入のままとなっていた。

また、ベースライン調査の結果からは入手できない指標が幾つかあるが、指標の変更が全く行わ

れていなかった。中間レビューにおいて PDM の修正案を作成したが、少なくとも指標に関して

は、一般にプロジェクト開始後 6 ヶ月以内には修正されるべきものであり、本来は中間レビュー

が行うようなものではないのではなかろうか。 

また、中間レビューは、プロジェクトが効果発現に向けて順調に実施されているかを評価し、

プロジェクト改善に関する提言を行うものである。提言を受けた実際の改訂作業については、よ

り詳細な情報を有しているプロジェクト実施者の積極的な取組が望まれる。 

（4） プロジェクト進捗の遅延 
これまでに実施された CD 計画はなく、CD 計画が実施されていないことが本プロジェクト進捗

（特に成果３）の大きな阻害要因となっている。ただし、作成が遅れている研修リソースインベ

ントリや研修指導要領については、遅延の理由として CD 計画実施の見込みがないため今直ぐ必

要でないことと、C/P の協力が得られていないことが挙げられているが、これらは本来 CD 計画

実施前に計画段階のコンサルテーションから必要なものであり、作業を急ぐ必要がある。 

（5） CD 計画関連のガイドラインやマニュアル 
CD 計画の策定・実施・モニタリング等に係る基本的な理念や方針は、公式文書となっている

2008 年に GIZ 支援により策定された「CD フレームワーク」と「CD フレームワーク実施促進ガ
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イドライン（CD ガイドライン）」に示されており、CD 計画の作成手法は CD ガイドラインに示

されている。基本理念は、CD 予算が事務所の整備や車両等のハード中心に使われるのを防ぎ、

受益者が真に必要としている能力強化訓練に使われることにあり、自己アセスによる計画策定手

法がとられている。また、CD 計画を各組織の事業計画（3 ヵ年中期予算計画）や年間予算に取り

込むという自己資金による実施が示されている。これらの基本理念は踏襲すべきものであり、CD
フレームワークと CD ガイドラインに大きな問題は見られない。ただし、これらは GIZ が注力し

ている都市給水事業体の CD を想定して作成されたものと思われ、全ての給水分野に適用されて

はいるが地方の給水関連機関にとっては難解な部分や困難な部分がある。都市給水事業体の場合

は、地方給水より高い技術力と資金管理能力が求められるが、水道運営の手法はほぼ確立してお

り、水道料金収入による資金の裏付けがある他、もともと能力がある程度あり、CD 計画の作成・

実施は比較的容易と思われる。地方給水の場合は、地方分権化により立案だけが任され財源が委

譲されておらず、運営・維持管理は受益者コミュニティが負っているので、そのままの適用は困

難と思われる。本プロジェクトにおいては水省のコミュニティ給水局が使用する研修指導要領を

作成中であるが、CD ガイドラインの補完資料として、CD ガイドラインをより噛み砕いた、地方

給水分野の CD 計画作成者側が使うマニュアルや参考見本のようなものがあれば有効と思われる。

また、CD ガイドラインと CD モジュラーガイドや RUWASA-CAD 研修パッケージとの関連性が

低いことが、CD 計画を実施に向かわせる障害のひとつと思われるので、これらのガイドライン

やマニュアルを作成・改訂する場合には考慮すべきである。 

（6） CD 計画の予算と実施 
水省のコミュニティ給水局が CD ガイドラインを用いて関係組織に対する CD 計画策定支援を

行い、2010 年 4 月までに全関係機関から CD 計画が提出された。しかし、予算不足のために、地

方給水分野においてはこれまでに実施された CD 計画はない。 

WSDP による CD 計画実施のための予算は、WSDP の中間レビュー（2010 年 3 月最終報告書）

を受けて 2010 年 11 月作成（2011 年 6 月改訂）された再構築計画（Restructuring Plan）では、WSDP
フェーズ 1 の残りの 2 年間（2010 年 7 月～2012 年 6 月）の予算が約 420 万米ドルとなっていた。

その後、進捗の遅れによりフェーズ 1 が 2014 年 6 月までに延長されることになり、2012 年 6 月

の MTEF（Medium Term Expenditure Framework）では、WSDP の残り 2 年間（2012 年 7 月～2014
年 6 月）の CD 計画実施予算が約 120 万米ドルに削減された。予算執行については、地方自治体

への WSDP 予算交付報告書によると、2011/12 年度第 2 四半期に各県に 50～200 万 Tsh（総額約 1
億 1,200 万 Tsh＝約 7 万米ドル）の予算が 1 回交付されたのみとなっている。そのほとんどは CD
計画の実施には使われず、水省が全国の自治体に対して行った研修（例えば MIS 研修）参加のた

めの手当（日当宿泊費）に使われたようである。 

WSDP による CD 計画実施のための予算が減っている原因は、CD 計画の実施に戸惑っている

間に給水施設建設の予算が想定以上に膨らんだことと、CD 全体の予算の多くが事務所の建設、

事務所の設備や車両の購入、人員の雇用等に使われたことによるものと思われる。 

一方、パイロット県であるタボラ州のシコンゲ県が作成した CD 計画の費用は 20 億 Tsh となっ

ており、全国の予算で 1 県分しかまかなえないことになる。シコンゲ県の自己資金（地方自治省

関連予算）による CD の年間予算は約 1,000 万 Tsh となっており、水・衛生分野の CD 計画が県の
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予算規模からかけ離れたものになっている。従って、適正な予算規模にする指針が必要である。

また、たとえ予算が確保されたとしても、研修内容が不明確であったり、組織の能力強化研修と

関係のない用途が不適格なものが CD 計画に含まれており、実施されるのは難しい状況にある。 

水省は、CD 計画が実施されていない原因を一貫して予算処置の問題とし、CD 計画の修正には

極めて消極的であったが、コミュニティ給水局の人事異動により現在では CD 計画を実施可能な

ものに修正する必要性を良く理解しており、C/P の意識は向上している。 

以上の様に、CD 計画が実施されない原因としては、WSDP からの CD 予算の不足とされがち

であるが、作成された CD 計画が予算規模、研修内容の適切性、具体性等の面で実施可能なもの

ではなく、現実味のないものとなっている。研修指導要領が完成していないことや人材不足によ

る地方給水局の支援能力が不十分なこともあろう。また、水省の指導で急遽 CD 計画を作成させ

たため、真の必要性を各組織が感じておらず、CD 計画作成の前に意識付け作業や情報提供が不

足していたと思われる。このように、資金以外にも阻害要因があると思われるので、CD 計画が

実施されないことについて何が原因かきちんと論理的に問題分析を行い、少なくとも CD 計画を

実施可能なものに修正する方策を検討すべきである。具体的な活動としては、先ずはリソースイ

ンベントリや研修指導要領を早急に完成させ、それらを用いて本プロジェクトのフェーズ 1 及び

フェーズ 2 のパイロット地域の CD 計画を On the Job トレーニングで実施可能なものに修正する

ことにより地方給水局の支援能力を高め、その他全国の CD 計画の修正に関しては地方給水局が

主導して行うことで C/P の理解を得た。 

（7） 活動（手段）と目的 
プロジェクトの進捗に問題を抱えている場合、活動の達成が目的になってしまいがちである。

何のために活動を実施し、どうすれば効果的な活動になるのか、これからは中身の議論も深める

必要がある。先方との協議において CD 計画の修正・実施や予算処置等の活動や投入の議論が中

心となりがちであり、C/P に対しては目先の活動や手段だけでなく、プロジェクトひいてはタン

ザニアの地方給水が何を目指すべきか、目的を忘れないように導くよう留意すべきである。 

（8） 地方給水の運営・維持管理 
地方給水については、未だ一般化できる確立した運営・維持管理の手法というのはなく、地域

ごとの自然条件、社会条件、制度・習慣等に合わせたアプローチが必要となる。地域にあった有

効な手法を見出すには試行錯誤が必要であり、決められた方針を試験や選択支や遷移段階なしで

一律全国に広めるという今までの WSDP のアプローチは、地方給水には向かない部分がある。実

施したうえで、問題点を抽出し、方策を見直すという柔軟なアプローチが必要である。施設建設

や調達関連の研修に関しても、本プロジェクトのフェーズ 1 で作成したもので良しとするのでは

なく、WSDP のフェーズ 1 が大きく遅れた原因を整理・分析し、改善点はないかもっと検討すべ

きでなかろうか。ただし、WSDP のフェーズ 1 においては、中間レビューの結果を受けて再構築

が行われ、終了時評価においてはフェーズ 2 に向けた PIM の改訂が見込まれている。WSDP の実

施マニュアルである PIM は完全に固定したものではないので、今後も本プロジェクトやその他の

JICA 案件を通じ必要な修正案を提言して行く事が望まれる。 
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（9） 地方給水分野の基本政策の変遷 
1991 年国家水政策では、ハンドポンプや保護湧泉などのレベル 1 給水施設については村役場の

水管理委員会が維持管理の責務を負った。レベル 2 についても水管理組合等のコミュニティが運

転と軽微な修理の責任を負うが、3000 人以上の給水施設については州の水事務所が、巨大な広域

給水施設については国が運営・維持管理を行うとされた。特に地方のパイプ給水については国の

出先機関の行政が運営・維持管理を行い続けたので、水は無料という習慣や稼働状況の悪さが継

続した。 

2002 年国家水政策で、地方分権化、コミュニティによる所有権、コミュニティによる運営・維

持管理、県による支援、需要対応型アプローチ（住民要請主義）、民間によるサービス提供等の

2007 年 7 月から開始された WSDP に繋がる基本理念が決められている。 

2002 年国家水政策の実施のために必要となる各機関の役割が 2009 年の給水・衛生法により規

定された｡同法により、コミュニティに COWSO（Community Owned Water Supply Organization）を

設立することになり、コミュニティが施設の所有権を有し運営・維持管理を行うこととなった。

また、水料金による運営・維持管理が示されているが地方行政からの補助金は排除されていない。

COWSO は Association、Cooperative、NGO、Company 等の法人組織であればよく､運営の Service 
Provider への委託が可能とされ民営化が促進されているが、実体はこれまでの住民組織とあまり

変わっていない。これまで実質的に曖昧であった施設の所有権について、コミュニティ所有であ

ることを組織名により明確化した以外、大きな変化は見られないように思われる。ただし、水料

金による運営が基本となっているので、料金徴収が人件費を賄えないような利用者の少ないハン

ドポンプのような施設については、一律に COWSO 化は難しく工夫が必要であろう。 

（10） 県によるコミュニティ（COWSO）に対する活動 
本プロジェクトで水省地方給水局の支援能力を強化すれば、上位目標として RWST、DWST、

BWO の給水・衛生事業の運営・維持管理能力が増強されることになるが、最終的には WSDP の

目標である住民の給水状況が良くならなければ何の意味もない。そこで、本プロジェクトの成果

４では、パイロット地域のコミュニティにおける給水状況の改善へ向けた取り組みが強化される

としており、コミュニティレベルでのモニタリングを通じて本プロジェクトの活動や研修内容や

マニュアル・教材等をより有効なものに修正することが望ましい。上記の様に地方給水では試行

錯誤が必要であり、残りの期間が約１年半であることを考えると、パイロット地域での活動を急

ぐ必要がある。 

一方、RUWASA-CAD では県職員の研修までであり、県が COWSO やコミュニティに対して行

う指導に関しては、現在 PIM および RUWASA-CAD にも教材がなく、給水施設建設における住民

啓発活動の中で、契約したローカルコンサルが自前の教材を用いて実施している状況である。県

に対する研修資料については、コミュニティレベルに理解してもらうには難解な法制度や資料が

あるので、県がコミュニティに対して使う教材については、スワヒリ語化や視覚化を含めた教材

の開発が必要ではなかろうか。これらを、本プロジェクトにおいて作成するのはスコープ外であ

るので、パイロット COWSO のモニタリングを通じて得た知見をもとに問題を分析し、給水状況

を改善するために何が必要かを考え、これらを PIM 改訂に含める働きかけは行うべきである。 
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（11） 現地踏査結果 
今回の調査では、タボラ州の 2 箇所の COWSO を訪問し、聞き取り調査を行った。 

Uyui 県には 30 箇所の COWSO があるが、2012 年 11 月からモニタリングを開始し月報が出て

いるのはパイロット COWSO の Ilolangulo の 1 箇所から 1 回のみとなっている。IIolangulo の

COWSO は、水利用者組合（Association）組織で、給水施設は深井戸を水源とし送水管路 42 ㎞、

24箇所の公共水栓で 3村の約 6,000人に給水している。公共水栓ごとに水利用者グループがあり、

当初は水栓あたり 25,000Tsh/月の定額制で料金徴収できず、20Tsh/20ℓの従量制料金で売上の 10％
を水利用者グループの収益としたことで、料金収入で運営できるようになった。口座には通常

500,000Tsh があるが、修理費用としては十分ではない。水源の井戸が約 20 ㎞離れており、運転管

理のための毎日の移動が負担となっている。 

Sikonge 県には 6 個所の COWSO があり、5 箇所が形成中となっている。パイロット COWSO の

Igunauapina は、泉を水源とした 1977 年建設のポンプ送水システムで、26 箇所の公共水栓と 14
箇所の各戸接続で 3 村の約 4,000 人に給水している。水料金は公共水栓が 50Tsh/20ℓの従量制、各

戸接続が 5,000Tsh/月の定額制となっている。ディーゼルエンジンが故障しており 10 月から給水

していない。修理に時間を要している理由はスパアパーツの調達にあり、最終的にはナイロビか

ら購入したとのことである。 

いずれも、複数の村に長距離の送水管路と多数の公共水栓で給水する施設であり、いきなりコ

ミュニティに全権委譲するのは技術的に無理があるように思われた。また、施設の所有権が法的

に COWSO にあるために、県が COWSO に対し支援は出来ても指示はしにくいように思われる。 

（12） タンザニア国の地方給水の現況 
水省の発表ではタンザニア国の地方給水率は 56.6％（2011 年）となっている。全世界共通の基

準で算定された UNICEF/WHO 共同モニタリングプログラムでは、タンザニア国の地方給水率は

1990 年 46％、2000 年 45％、2010 年 44％と改善が見られず、サブサハラアフリカ平均の 1990 年
36％、2000 年 42％、2010 年 49％と比べて悪い状況にある。問題と思われるのは長年給水率が向

上していないことにあり、この様な国は他にスーダン、ルワンダ、タンザニア、コンゴ民等しか

ない。コミュニティ給水局の見解では、「給水率が向上していない原因は人口増加にあり給水人口

は着実に増加している」とのことであるが、非稼働率の高さに主な問題があるように思われる。 

水源施設実態調査（Water Point Mapping）と呼ばれる全給水施設の状況調査が、2004 年より Water 
AID 主導で始められ、非稼働率が 46％と報告されている。Water Point Mapping は DEFID や AfDB
の支援を受け拡大し、全ての県について 2013 年 3 月に調査が終了する予定となっている。Water 
Point Mapping の結果は MIS に取り込まれることになっており、報告書は未だ出ていない。90 県
の途中データでは非稼働率が 45～50％となっているとのことであり、他のサブサハラアフリカに

比べてかなり悪い数値となっている。やはり給水率が向上していない隣国のルワンダの非稼働率

も約 43％と高く、ハンドポンプ以外に村落部でも広域のパイプ給水が多い点がルワンダとタンザ

ニアが類似しているように思われる。特にタンザニアの場合は、1985 年まで社会主義体制であっ

たため、老朽化した地方広域給水施設が多く、長らく政府運営により水料金が無料であったとい

う問題を抱えているように思われる。加えて、農業が主産業であり畑地に民家が分散した散村の
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集落形態であることが、運営・維持管理を難しくしている。広域給水施設の場合、ちょっとした

故障が原因で全域の給水がストップしてしまうという欠点もある。つまり、地方やコミュニティ

に任せるには運営・維持管理が難しい施設が多いことが、他のサブサハラアフリカに比べて稼働

率が低く、給水率の向上が見られない大きな原因となっているのではなかろうか。 
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第2章 評価の方法 

本評価調査では『JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）』に沿って、評価調査時点でのプロジェク

トの計画達成状況、実施プロセスをプロジェクトデザインマトリックス（PDM）に基づいて把握・

検討し、その結果を評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から価

値判断する方法を取った。また、その結果を踏まえて、プロジェクト関係者に対する提言並びに教訓

の抽出を行った。 

本評価調査ではタンザニア側の評価委員と日本側の調査団による合同評価委員会を結成し評価を

実施した。具体的な評価方法については以下の通りである。 

2-1 PDM 

PDM1 に基づいて、計画事項の達成度の確認および評価 5 項目による分析をおこなった。 

2-2 評価デザインの検討と調査項目・設問 

インセプションおよびプログレスレポート、プロジェクトチーム作成の実績表、実施協議にかかる

議事録（R/D）他、プロジェクト実施に係る各種資料を元に、評価デザインを検討し、評価グリッド

に取りまとめた。尚、同グリッドを元にした調査項目・設問は以下の通りである。 

主な調査項目・設問 

項目 設問 
実績の検証  投入（日本側・タンザニア側）の実施状況 

 成果の達成状況 
 プロジェクト目標の達成見込み 
 上位目標の（プロジェクト終了後）達成見込み 

実施プロセスの検証  意思決定プロセス 
 進捗管理の方法 
 コミュニケーションの円滑さ 
 カウンターパートの配置状況 等 

妥当性  相手国政府の開発政策との整合性 
 相手国のニーズとの整合性 
 日本の援助政策との整合性 
 必要とされる技術の日本の優位性 

有効性  プロジェクト目標の達成見込み 
 プロジェクト目標と成果の因果関係 
 プロジェクト目標達成の促進要因・阻害要因 

効率性  成果の達成状況 
 成果に必要な活動が計画されていたか 
 成果に対する投入の適切性 

インパクト  上位目標の達成見込み 
 上位目標以外の正負のインパクト 

自立発展性  プロジェクトの効果を持続させる政策・制度はあるか 
 プロジェクトの効果を持続させる組織・財政状況はあるか 
 プロジェクトの効果が持続しうる技術力はあるか（機材の維持

管理を含め） 
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2-3 データ収集方法 

情報・データ収集については、下記の方法で実施した。 

（1） 文献資料調査 
既存の文献・報告書（事前評価調査報告書、R/D、インセプションレポート、プログレスレポ

ート）、プロジェクトチーム作成の実績表他、その他専門家やカウンターパートが作成した資料な

どから必要な情報を収集した。 

（2） 質問票による調査 
標記調査項目・設問に則って質問票を作成のうえ、専門家、カウンターパートに配布し、情報

収集を行った。 

（3） 直接観察 
パイロット地区の訪問、水省本部の視察等により、活動の実施状況ならびに進捗状況等の確認

を行った。 

（4） インタビュー調査 
プロジェクト関係者（専門家および水省）に対してインタビュー調査を行い、必要な情報を収

集した。 

2-4 評価 5 項目による分析 

上記の設問に基づいて収集した情報は、以下の表のとおり評価 5 項目に基づいて分析を行い、合同

評価報告書に取りまとめた。 

評価 5 項目 

5 項目 主な視点 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者

のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本

側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公

的資金である ODA で実施する必要があるか等といった「援助プロジェクトの

正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会に便益がもたらされて

いるのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点 

効率性 主にプロジェクトのコストと効果に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果の波及効果を

みる視点。予期していなかった正負の効果・影響を含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、

持続の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：プロジェクト評価の手引き－改訂版 JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 2 月） 
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第3章 プロジェクトの成果・実績 

3-1 投入 

プロジェクト開始から中間レビューまでの期間（2011 年 8 月－2012 年 12 月）において、日本側・

タンザニア側からほぼ R/D に沿った形で投入が行われた。 

（1） 日本側 
a) 日本人専門家 

中間レビュー時点までに、7 名の専門家が、計 34.93M/M 派遣された。計画は、33.7M/M であ

ったが、地方給水・衛生事業推進（1.23M/M）が追加で派遣された。専門家の担当は以下の通り。 

 総括・村落給水 
 組織能力開発 
 水理地質 
 給水施設維持管理 
 研修教材開発 
 地方給水・衛生事業推進 

 
 

b) 本邦研修 
計 5 名のカウンターパートが 2012 年 4 月 7 日から 25 日まで「水道事業人材育成」研修に参加

した。 

c) 現地業務費 
中間レビュー時点までに、17,946,400 円が現地業務費として使用された。 

（2） タンザニア側 
a) プロジェクトメンバー 

水省から 5 名がプロジェクトメンバーとして配置されている。中間レビュー時点でのプロジェ

クトメンバーは別添 8 の通り。 

b) 施設・機材 
日本人専門家の執務室が R/D に沿って提供された。 

c) 現地業務費 
現地業務費として、17,676,244 タンザニアシリング（972,192 円1）が、JCC 開催時の参加者手当、

電気代、水道料金に使用された。 

 

                                                        
1 Tsh. 1 = JPY 0.055 (JICA exchange rate in January, 2013.) 
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3-2 成果の達成状況 

【成果 1：RUWASA-CAD の研修パッケージが改善され、水省によって採用される。】 

 
指標 1-1. コミュニティ給水局によって配布された研修モジュラーガイドを活用する全国の DWST、
RWST 及び BWO が XX%以上となる。 
現時点では、研修モジュラーガイドは DWST、RWST 及び BWO によって活用されていない。これ

は、研修モジュラーガイドは、DWST、RWST 及び BWO の CD 計画2に含まれる研修を実施する際に

用いられるが、CD 計画自体が実施されていないためである。CD 計画が実施されていない理由とし

て以下が確認された。 

i)  CD 計画実施のための唯一の財源である WSDP から配賦される資金の不足3。 
ii)  CD 計画自体が活用可能な資金を基に作成されておらず、実施可能な計画となっていない4。 

 
指標 1-2. RUWASA-CAD 研修パッケージの RWSSP 事業実施マニュアル（PIM）添付資料に採用され

る。 
現時点では、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」は、PIM の添付資料として採用されていない。一

方、「RUWASA-CAD 研修パッケージ」を作成する際の参考資料である「RWSS プロジェクトサイク

ル5」が PIM に取り込まれた。 

本指標については、中間レビューまでに、プロジェクトメンバー内で、「RUWASA-CAD 研修パッ

ケージ」ではなく、「RWSS プロジェクトサイクル」及び「研修モジュラーガイド6」を PIM に取り込

むことの方が指標として適切との合意を得ている。RUWASA-CAD 研修パッケージは、WSDP 実施機

関の研修ニーズにより適宜変更されるもので、PIM の別添資料としてはふさわしくないと判断された

ことが理由である。 

                                                        
2 能力開発計画。2009 年にドイツ国際協力公社（GIZ）（当時は、ドイツ技術協力公社：GTZ）の支援を受け、水省が

各 WSDP 実施機関に作成させた。内容は、研修実施だけでなく、設備機材の購入なども含んでいる。 
3 CD 計画実施予算は、各実施機関の自己財源も活用されることが能力開発計画策定当時から求められていたが、実

際は活用されていない。 
4 2011/12 年度の第 3 四半期に各県あたり Tshs.45 万－Tshs.2.3 百万（2 万 5 千円-12 万 5 千円程度）、合計約 Tshs.11.2
百万（6 百万円程度）の WSDP 予算が研修実施のために配賦された実績がある。また、中期支出枠組み（MTEF）で

は、2012/13 年度及び 2013/14 年度に約 Tshs.18.6 億（1 億円程度）が計上されている。タンザニア本土の 132 県、21
州で均等配分すると１県、１州あたり２年間で約 Tshs.12 百万（66 万円程度）となる。一方、例えばシンギダ県の CD
計画予算は、約 Tshs.20 億（1.1 億円程度）であり、活用可能予算を大幅にオーバーしている。ウユイ県でのインタビ

ューでは、CD 計画と配賦された資金に開きがあることから、資金は別の用途（水省による別研修の手当等）に利用

されたことが確認された。 
5 村落給水事業プロセス（準備、計画、実施、維持運営/フォローアップ）における活動項目ごとに活動を実施する機

関を記載した一覧表。 
6 DWST、RWST 及び BWO による研修計画を策定する際の参考書。各村落給水事業プロセスに対応するモジュール

を記載した一覧表、DWST、RWST 及び BWO 用のモジュールで構成されている。 
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【成果 2：各地域の自然環境及び社会経済状況に適応した研修の補完教材が開発される。】 

 
指標 2-1. XX の研修補完教材が作成される。 
パイロット地域の自然環境及び社会経済状況などの地域特性を分析した結果、タンザニア本土各地

域の地域特性に適応した補完教材が以下の通り作成された7。 

1. 水理地質予察図とその解説 
2. 岩盤地域での地下水調査法の解説と調査事例の紹介 
3. フッ素による健康被害の解説 
4. フッ素濃度分布図 
5. 給水率分布図、人口密度分布図 
 
指標 2-2. 研修補完教材の内容に関する研修受講者の満足度が XX 以上を達成する。 
パイロット地域における研修受講者に対するアンケート調査8の結果、研修参加者の 90%以上が、

補完教材を「とても良い」または「良い」と評価した。 

【成果 3：全国の DWST、RWST 及び BWO に対する水省コミュニティ給水局の能力開発支援体制

が強化される。】 

 
指標 3-1. 研修リソースインベントリを活用する DWST、RWST 及び BWO の割合が全国で XX%以上

となる。 
現時点では、全国版の研修リソースインベントリは作成されていない。研修リソースインベントリ

は、DWST、RWST 及び BWO が CD 計画に含まれる研修を実施する際に活用する資料であるが、予

算不足等により CD 計画がプロジェクト終了時までに実施されることはないと推測され、プロジェク

ト前半での作成が見送られたからである。全国版のリソースインベントリは、WSDP 全体のインベン

トリ作成方針が策定される 2013 年 6 月以降に作成する計画に変更されている。 

指標 3-2. 2013 年 11 月までに研修指導要領を完成させる。 
2012 年 5 月に研修指導要領の第１版ドラフトが完成した。第１版ドラフトには、モニタリング・

評価のセクションが含まれていないが、2013 年 6 月に WSDP のモニタリング・評価フレームワーク

が作成される予定であり、その後に同フレームワークに沿った形で追加される予定である。 

指標 3-3. 村落給水・衛生関連研修に必要な予算配分及び研修の実施方法に関して、コミュニティ給

水局のファシリテーションを受ける全国の DWST、RWST 及び BWO が増加する。 
現時点では、村落給水・衛生関連研修に必要な予算配分に関して、コミュニティ給水局のファシリ

テーションを受けている全国の DWST、RWST 及び BWO は存在しない。理由としては以下が確認さ

れた。 

i)  本指標における CWSD のファシリテーションは、CD 計画における研修を実施する際に行われ

るものであるが、CD 計画実施のための予算が不足していることや CD 計画そのものが財源を

                                                        
7 パイロット地域は、タンザニア本土の他地域の自然環境と社会条件と類似しており、パイロット地域以外でも活用

できる内容とすることを想定している。 
8 パイロット地域で実施された研修において補完教材を活用し、その評価を参加者に対する 5 段階の選択式調査で実

施した結果。 
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確保せずに作成され予算過多となっていることが原因で CD 計画が実施されていない。 
ii)  DWST/RWST は、CWSD とは主管省庁が異なり、また BWO は CWSD が主管局でないため、

タンザニアの行政組織においては、DWST、RWST 及び BWO に対して CWSD がファシリテー

ションを行うことが難しい。 
 
【成果 4：パイロット地域のコミュニティにおける給水状況の改善へ向けた取り組みが強化される。】 

 
指標 4-1. パイロット地域で DWST による指導を受けるコミュニティの数が増加する。 
パイロット地域において、プロジェクト実施前は、COWSO による給水施設の運営とメンテナンス

をモニタリング・指導する DWST は存在しなかったが、現時点までに、パイロット地域であるタボ

ラ州の 2 つの県（ウユイ県およびシコンゲ県）で COWSO による給水施設の運営とメンテナンスの

モニタリングが開始された。その他 4 つのパイロット県においても、COWSO による運営とメンテナ

ンスのモニタリングを開始する意向が示されている。 

指標 4-2. 給水施設の料金徴収率が向上したパイロット地域の対象コミュニティの割合が XX%以上

となる。 
DWST による COWSO モニタリングは、タボラ州のパイロット COWSO で開始されて間もないた

め、本指標においても進捗が見られない。モニタリングを開始したウユイ県で、COWSO から DWST
に提出される月報が 2012 年 11 月初めて提出されたところであり、COWSO の事業運営状況の変化を

モニタリングできるのは下半期になる。なお、水の料金徴収については、天候などプロジェクトでは

管理できないその他の要件の影響をうけることが判明したため、本指標を指標として設定することが

難しいことが指摘された。 

3-3 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：水省コミュニティ給水局によって提供される全国の DWST、RWST 及び BWO

を対象とした能力開発支援が強化される。 

 
指標 1. 水省コミュニティ給水局によって提供される能力開発支援にかかる DWST、RWST 及び BWO
の満足度が、平均で XX%以上に達する。 

パイロット地域のタボラ州ウユイ県及びシコンゲ県に対するアンケート調査9においては、DWST
の CD に対するコミュニティ給水局の支援に関する満足度が 80%を超している。しかし、本指標が目

指すタンザニア本土の DWST、RWST 及び BWO の CD の実施に対するコミュニティ給水局による支

援は、現時点で実施されていない。 

指標 2. パイロット地域のコミュニティを対象とした DWST の指導件数が増加する。 
パイロット地域において、プロジェクト実施前は、COWSO による給水施設の運営とメンテナンス

をモニタリング・指導する DWST は存在しなかったが、タボラ州のウユイ県およびシコンゲ県の

DWST が COWSO の給水施設運営・管理のモニタリングを開始した。その他 4 つのパイロット DWST
においても、COWSO による運営とメンテナンスのモニタリングを開始する意向が示されている。 

                                                        
9 ウユイ県及びシコンゲ県に対しては、「COWSO モニタリング支援」が水省村落給水局、日本人専門家によって実施

された。同支援に対するアンケート調査は、両県の DWST に対して実施されたが全員が同支援に対し、5 段階評価で

上から 2 番目以上の評価をした。 
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指標 3. パイロット地域の DWST を対象とした RWST の指導件数が増加する。 
パイロット地域における RWST の DWST を対象とした指導は、プロジェクト開始以前から実施さ

れているが、本プロジェクトにおける DWST の活動は、すべて RWST を介して行われてきたため、

プロジェクト開始以前と比較すると、パイロット地域の DWST に対する RWST の指導件数は増加し

ている。 

指標 4. パイロット地域の DWST 及び RWST を対象とした BWO の指導件数が増加する。 
パイロット地域の DWST は、プロジェクト開始以前から、水源開発や水利権獲得のため BWO に

対して指導を求めていたが、本プロジェクトにより実施された研修により、BWO と DWST/RWST 間

のコミュニケーションがより円滑になり、指導件数は増えつつある。しかし、BWO および

DWST/RWST は、異なる行政組織に所属しているため、BWO が DWST 及び RWST に対して指導を

行うことの行政組織上の難しさも指摘された。 

3-4 上位目標の達成状況 

村落給水・衛生（RWSS）事業に係る全国の県給水衛生チーム（DWST）、州給水衛生チーム（RWST）

及び流域管理事務所（BWO）の村落給水・衛生事業に関する運営管理能力が強化される。 

 
指標 1. WSDP 予算の配賦を受けた DWST、RWST 及び BWO による事業実施件数が、2018 年までに

XX 件以上になる。 
指標達成の目標が未設定になっていること及び DWST、RWST 及び BWO による地方給水・衛生サ

ービスの件数の定義が曖昧なため、本指標を達成できる見込みを判断することは困難である。  

指標 2. パイロット地域の県における改善された水源を利用できる人口の割合が、2018年までにXX%
から YY%に増加する。 
目標値が未設定のため、現時点で指標達成の見込みを判断することは困難である。なお、現時点で

は、タンザニア政府の政策文書において、本指標に係る目標値が設定されていない。WSDP フェーズ

２（2014/15-2018/19）の策定プロセスの中で、本指標に係る目標値が明確となり、指標達成の可能性

についても判断が可能となるであろう。 

3-5 活動 

プロジェクト活動は、アウトプット 3 の活動を除いては概ね PO ver.1 に沿って実施された。アウト

プット 3 の活動に関して次の活動が未実施である。 

i)  全国版研修リソースインベントリの作成 
ii)  CWSD の年間研修管理計画の作成 
iii)  CWSD によるタンザニア本土の DWST、RWST 及び BWO の研修モニタリング、監督 

 
また、プロジェクトメンバーの合意のもと、中間レビューまでに以下の活動が追加で実施された。 

i)  パイロット地域の DWST、RWST 及び BWO に対する研修第 1，2 フェーズの実施。（PO ver1
ではプロジェクト後半に実施） 

ii)  PIM 実施状況調査（アウトプット１に新たに追加された活動） 
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3-6 実施プロセス 

コミュニケーション 
日本側・タンザニア側プロジェクトメンバーへのインタビュー調査によると、双方から日本人専門

家・タンザニア側プロジェクトメンバー間のコミュニケーションは円滑との評価を受けている。                                                                         

モニタリング 
中間レビューまでは、プロジェクトの進捗状況に関する日本人専門家・タンザニア側プロジェクト

メンバーによる共同モニタリングは実施されなかった。タンザニア側プロジェクトメンバーが他の業

務で集合できなかったことが原因である。そのため、プロジェクトの進捗状況に関するモニタリング

は主に日本人専門家により実施された。 

タンザニア側プロジェクトメンバーのオーナーシップ 
プロジェクト活動の実施レベルに関しては、タンザニア側プロジェクトメンバーは積極的に活動に

参加するなど、高いオーナーシップが確認された。一方、管理者レベル及び CWSD の能力開発・研

修課に関しては、プロジェクトの実施に対して期待される協力が得られてこなかったため、プロジェ

クト後半はより高いオーナーシップを持ってプロジェクトに参加することが必要である10。 

 

                                                        
10 プロジェクト前半では、コミュニティ給水局の局長（当時）からプロジェクト活動に対する協力が得られなかった

ことが確認された。例えば、プロジェクト上半期にパイロット地域の県及び州の CD 計画の分析により、CD 計画の

課題が抽出され、その改善に取り組もうとしたが、局長はその活動を了承しなかった。また、CWSD の能力開発・研

修課に関しては、1 名がプロジェクトメンバーとして配置されたが、2 年次以降ほとんどプロジェクト活動に参加し

ていない。 
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第4章 評価結果 

4-1 妥当性 

妥当性は概ね高い。 

プロジェクトは、タンザニア、日本の政策、及びタンザニアのニーズに以下の通り合致している。 

タンザニア及び日本の政策 
国家水政策（2002）及び WSDP（2005-2025）は、現時点で有効である。また、MKUKUTAII（2011-2015）

（第 3 次貧困削減政策）は、事業目標の一つに「改善された水資源にアクセスできる村落世帯の割合

が 58.7%（2009 年）から 65%（2015 年）に増加する」を掲げている。また、2012 年水セクター状況

報告書によると、2010 年の再構築計画で改訂された村落給水衛生事業の目標値を達成するための地

方自治体管理支援プログラムが、本プロジェクト及び地方自治体、州政府の能力強化を含めている。  

2012 年 6 月に策定された日本の対タンザニア国別援助方針は、給水施設の開発とその運営管理の

ための人材育成を重点支援分野の一つに設定している。 

国・ターゲットグループのニーズ 
2012 年水セクター状況報告書は、WSDP 実施における地方自治体や州政府の能力の低さを指摘し

ており、WSDP 実施機関の能力強化は必要とされている。 

プロジェクトデザインの適切性 
プロジェクトのロジックは適切と考えらえる。JICA の他プロジェクトが実施されている地域をパ

イロット地域として選択したこともパイロット地域の選択方針として適切である。しかし、CD 計画

が問題なく実施されることを前提としたプロジェクトデザインは、適切とは言えない。詳細計画策定

時点においても、CD 計画実施のための唯一の財源である WSDP は、その支出計画を大きく下回って

おり、CD 計画の実施予算が問題を抱える可能性が高いことは想定できたと思われる。 

4-2 有効性 

中間レビューまでのプロジェクトの進捗状況から判断すると、プロジェクト目標が達成される可能

性は低いと考えらえる。現時点では、既存の CD 計画を実施するだけの予算が入手される可能性は低

く、タンザニア本土の DWST、RWST 及び BWO による CD 計画は実施されないことが推測される。

その為、CWSD が各機関の研修実施を支援する機会を得ることは難しいだろう。 

アウトプットがプロジェクト目標の達成に向け、その一部に貢献している。プロジェクトは、水省

コミュニティ給水局によって提供されるタンザニア本土全域の DWST、RWST 及び BWO を対象とし

た能力開発支援の強化（制度面、教材面、組織面）を目的としているが、中間レビューまでに、アウ

トプット 1 や 2 の進捗により、タンザニア本土の DWST、RWST 及び BWO が実施する研修を支援す

る制度面、教材面での強化に貢献している。しかし、十分な研修実施予算がないため、タンザニア本

土での研修実施、またそれに対する CWSD の支援が実施されておらず、組織面の強化は進んでいな

い。 
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4-3 効率性 

投入、活動、アウトプットの実績から、中間レビュー時点では効率性は低いと考えられる。 

日本側・タンザニア側からの投入の質、量、タイミングは、タンザニア側のプロジェクトメンバー

の活動を除けば、概ね適切と判断される。タンザニア側のプロジェクトメンバーに関しては、配置は

されているものの活動への参加が積極的でないことが指摘された。また、アウトプット 1 の活動とし

て PIM 使用状況調査が追加で実施されたため、日本人専門家の派遣 M/M が 1.23M/M 増加した。 

本邦研修に関しては、参加者が帰国後プロジェクト実施に積極的に参加していることが確認された。

例えば、本邦研修に参加した州水アドバイザーは、パイロット地域におけるプロジェクト活動の取り

纏めに積極的に取り組んでいる。 

一方、前述の通り、アウトプット 3 の活動は、計画通り実施されておらず、またアウトプット 1，
3 に関しては、中間レビュー時点までで達成されることが期待された成果を達成できずにいる。その

意味から、本プロジェクトにおいては投入が効率的にプロジェクト活動の実施に活用されなかったと

いえる。 

効率性の阻害要因としては、DWST、RWST 及び BWO の CD 計画実施予算が不足していること、

CD 計画自体が財政的に実施不可能なこと、CWSD/BWO が DWST/DWST と異なる省に属しているこ

と、があげられる。 

4-4 インパクト 

既存の指標では、上位目標の達成見込みを判断することは難しい。指標 1 は、指標の定義が明確で

はないこと、指標 2 は、目標値の設定が現時点までにできないことが理由である。他の正負のインパ

クトは確認されなかった。 

4-5 持続性 

持続性は、以下の観点から分析して低いと考えられる。 

政策・制度面 
政策・制度面の持続性は高いと考えられる。WSDP（2005-2025）は、プロジェクト終了後も有効

であり、プロジェクトによる成果の継続を支援することが期待される。 

組織・財政面 
組織面の持続性は低いと考えらえる。タンザニア側プロジェクトメンバーの管理者レベルはプロジ

ェクトに積極的に協力しておらず、タンザニア側の主要プロジェクトメンバーである村落給水局能力

強化・研修課も積極的にプロジェクト活動に参加していない。また、DWST や RWST の主管省庁で

ある地方自治省がプロジェクト実施に含まれていない。 

財政面の持続性も低いと考えられる。本プロジェクトの成果が財政面で持続するためには、CD 計

画実施予算が継続的に確保される必要がある。しかし、中間レビューまでは、CD 計画実施のための

予算不足や予算過多の CD 計画が DWST、RWST 及び BWO が CD 計画を実施することを困難にし、

CWSD が同計画における研修の実施を支援する機会を持てていない状況である。 
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技術面 
技術面の持続性は、概ね高いと考えられる。CWSD は、DWST、RWST 及び BWO による研修実施

を支援できる技術知識をある程度有していると日本人専門家より評価されている。 
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第5章 提言・教訓 

5-1 結論 

中間レビュー時点までに、RUWASA-CAD 研修パッケージの改善に係る活動（アウトプット 1）、
補完教材の作成（アウトプット 2）、研修コンサルテーションガイドの第 1 ドラフトの作成（アウト

プット 3）、及びパイロット地域における研修の実施（アウトプット 4）が概ね計画通り実施された。

しかし、DWST、RWST 及び BWO による CD 計画実施予算の不足、CD 計画自体の予算過多が主な

原因となり、アウトプット 1 及びアウトプット 3 の達成レベルが低かった。 

プロジェクト終了までにアウトプット、プロジェクト目標を達成するためには、WSDP から配賦さ

れる限られた予算で実施可能な CD 計画の作成が必要であり、プロジェクト後半はまずそこに手を付

けることが必要である。 

5 項目評価に関しては、妥当性は概ね高いと考えられるが、効率性、有効性、持続性は、中間レビ

ューまでのプロジェクト進捗状況を分析すると低いと考えられる。インパクトに関しては、上位目標

の既存の指標ではその達成見込みの判断が難しい。 

5-2 PDM の改訂 

中間レビューの結果、今後のより良いプロジェクト実施のために PDM変更の必要性が確認された。

中間レビュー調査団により主に以下の変更が提案され、同提案を基に PDM の変更を早急に協議し、

合意することを提案した。 

i)  アウトプット 1 のプロジェクト要約の変更（現実に沿った内容への変更） 
ii)  上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの指標の変更（現実的かつ指標データの入手が可

能な指標の設定、目標値の設定） 
iii)  i)、ii)の変更に合わせた活動の変更 
iv)  現在の名称に組織名の変更（DWSD を CWSD に、DWST を CWST に変更） 

 

5-3 提言 

（1） DWST、RWST 及び BWO による CD 計画の実施（対象：日本人専門家及び水省） 
本レビューにおいて、アウトプット及びプロジェクト目標を達成する阻害要因として CD 計画

の未実施が確認された。プロジェクト後半では、CD 計画の実施を確保するために以下の活動を

実施する事が必要である。 

i)  DWST、RWST 及び BWO が作成した CD 計画が入手可能な予算内で実施されるよう、プロジ

ェクトはそれらの CD 計画を予算的に実行可能な内容に改訂することを支援する。特に、プロ

ジェクト実施期間中には、RUWASA-CAD フェーズ 1 及びフェーズ 2 のパイロット地域の CD
計画の改訂を支援する。 

ii)  MTEF の 2012/13 年度及び 2013/14 年度の CD 計画実施のための WSDP 予算が計画通りに配賦

されるよう、WSDP のテクニカルワーキンググループにおいて予算執行のフォローアップを行
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う11。 
iii)  DWST、RWST 及び BWO が CD 計画実施のために配賦された予算の一部を研修の実施に活用

するよう、水省が行政指導を行う。 
iv)  DWST、RWST 及び BWO が研修実施予算を確保できるよう、研修実施のための財源を拡大す

る。各機関は、WSDP 予算以外の財源として、各機関の歳入を研修に活用することを検討する
12。 

v)  パイロットエリアでの研修を開始するためにタンザニア全土のリソースインベントリを作成

する。 
 
（2） タンザニア側プロジェクトメンバーのオーナーシップ（対象：タンザニア側プロジェクトメン

バー） 
本レビューにおいて、一部のタンザニア側プロジェクトメンバーのオーナーシップが低いこと

が、プロジェクトの有効性・持続性にマイナスの影響を与えていることが確認された。プロジェ

クト目標を達成するために、タンザニア側プロジェクトメンバーは、プロジェクト目標の達成の

ためにより積極的に参加する。特に幹部レベル及び CB&T の参加が必要である。 

i)  タンザニア側プロジェクトメンバーの管理者レベルはプロジェクトの実施に協力する。 
ii)  コミュニティ給水局内の業務分担では、DWST、RWST による CD 計画実施のモニタリング・

指導は、CB&T が担当することとなっており、本プロジェクトの実施においても同課から最低

1 名の職員を継続的に配置する。 
 
（3） タンザニアの行政機構に合わせたタンザニア側プロジェクトメンバーの配置（対象：タンザニ

ア側プロジェクトメンバー） 
本レビューにおいて、タンザニアの行政機構を考慮していないプロジェクト実施体制がアウト

プット達成の阻害要因となっていることが確認された。プロジェクト後半はタンザニアの行政機

構を考慮したプロジェクト実施体制とすることが必要である。 

i)  CWSD が DWST 及び RWST にコンタクトすることを容易にするため、地方自治省

（PMO-RALG）の水セクター調整グループのメンバーをタンザニア側プロジェクトメンバー

に加える。 
ii)  水資源局（WRD）は、タンザニア側プロジェクトメンバーの一部局として位置づけられてい

るが、プロジェクトが支援する BWO は WRD の傘下であり、WRD に関しても、CWSD と並

んでプロジェクト実施の中心的部局としてとらえる。 
 
（4） パイロット地域における COWSO の運営状況モニタリングの継続（対象：日本人専門家、タン

ザニア側プロジェクトメンバー及びパイロット地域の DWST） 
i)  既存の PDM における COWSO の運営状況を測る指標（給水施設使用料に係る指標）は、指標

                                                        
11 中間レビューで地方出張を実施したパイロット州・県（タボラ州ウユイ県及びシコンゲ県）は、中間レビュー時点

で CD 計画の実施に対する資金を WSDP から受けておらず、2012/13 年度の拠出は下半期（2013 年 1 月－6 月）にな

ると思われる。 
12 シコンゲ県では、県水技師の修士号取得のための奨学金や他職員のディプロマ取得のための奨学金を人材育成予算

から拠出する（合計約 Tshs. 10 百万。約 55 万円）等、県レベルにおいても人材育成のための資金は存在すると思われ

る。 
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の目標を設定することが困難なため指標の変更を提言するため、PDM 上は COWSO の運営状

況をモニタリングする必要がなくなるが、パイロット地域の DWST による COWSO 支援の

COWSO の運営状況に対する影響を把握するために、パイロットエリアにおける COWSO の運

営状況を継続してモニタリングする。 
 

5-4 その他提言・教訓 

（1） 本中間レビューでは、日本側・タンザニア側で合意した最新の PO（2011 年 5 月 23 日版 POver.1）
を基に活動の進捗状況の評価を行ったが、関係者間で最新ととらえる PO が異なっていた。本

中間レビューを期に、PO ver.2 を作成し、プロジェクト関係者全員で共通する PO を基にプロ

ジェクト実施を管理することが必要である。 
 
（2） 本プロジェクトは、WSDP バスケットファンド予算の活用を想定した技術協力プロジェクトで

あるが、同バスケットファンド予算の拠出が想定通りなされなかったため、一部のプロジェク

ト活動が実施できない状況であった。バスケットファンド予算を活用した技術協力プロジェク

トは、想定通り予算が拠出されれば、少ない投入で大きい成果を達成することが可能であるが、

バスケットファンド予算にプロジェクトの成果が大きく左右される側面を持っている。そのた

め、バスケットファンド予算の活用を想定した技術協力プロジェクトを形成する際は、バスケ

ットファンド予算が確実に拠出されることを如何に見極めるか、またバスケットファンド予算

が拠出されない場合のリスクを如何に担保するかを十分に検討する必要がある。 
 
（3） 本中間レビューは、クリスマス、お正月直後の 1 月 6 日から実施されたため、評価スケジュー

ルに関してタンザニア側カウンターパートとのコミュニケーションが事前に取れず、評価スケ

ジュールが確定したのは先行調査団員が現地に到着した後だった。今回は、カウンターパート

側の配慮で臨機応変にインタビューが設定されたが、短い調査期間を効果的に活用するために、

現地調査の時期は長期休暇の直後には設定しないことが望ましい。 
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小項目

1.
実績
の検
証

1. WSDP予算の配賦を受けたDWST、RWST
及びBWOによる事業実施件数が、2018年
までにXX件以上になる。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

2. パイロット地域の県における改善さ
れた水源を利用できる人口の割合が、
2018年までにXX％からYY％に増加する。

実績
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー 専門家

水省

水省コミュニティ給水局によって提供さ
れる能力開発支援にかかるDWST、RWST及
びBWOの満足度が、平均でXX％以上に達
する。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

2. パイロット地域のコミュニティを対
象としたDWSTの指導件数が増加する。

アウトプット4の指標4-
1の言い換え。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

3. パイロット地域のDWSTを対象とした
RWSTの指導件数が増加する。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

4. パイロット地域のDWST及びRWSTを対
象とした流域管理事務所の指導件数が増
加する。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

1-1. コミュニティ給水局によって配布
された研修モジュールガイドを活用する
全国のDWST、RWST及びBWOがXX%以上とな
る。

活動実績
関係者の意見 専門家

水省

1-2. RUWASA-CAD研修パッケージのRWSSP
事業実施マニュアル(PIM)添付資料に採
用される

活動実績
関係者の意見

専門家
水省

2-1. XXの研修補完教材が作成される。 活動実績
関係者の意見

2-2. 研修補完教材の内容に関する研修
受講者の満足度がXX以上を達成する。

活動実績
関係者の意見

3-1. 研修リソースインベントリを活用
するDWST、RWST及びBWOの割合が全国で
XX以上となる。

研修を受けたKEWI講
師の数
関係者の意見

3-2. 2013年11月までに研修指導要領を
完成させる。

活動実績
関係者の意見

3-3. 村落給水・衛生関連研修に必要な
予算配分及び研修の実施方法に関して、
コミュニティ給水局のファシリテーショ
ンを受ける全国のDWST、RWST及びBWOが
増加する。

研修を受けた受講生
の満足度
関係者の意見

専門家
水省
パイロッ
ト地域の
DWST、
RWST及び
BWO

1-1. 上位目標の達
成度（見込み）

評価
項目

評価設問

1. RUWASA-CAD研修パッケージ
が改善され、水省によって採用
される。

水省コミュニティ給水局によっ
て提供される全国のDWST、RWST
及びBWOを対象とした能力開発
支援が強化される。

大項目
必要なデータ

2. 各地域の自然環境及び社会
経済状況に適応した研修の補完
教材が開発される。

特記事項

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

村落給水・衛生（RWSS）事業に
係る全国の県給水衛生チーム
（DWST）、州給水衛生チーム
（RWST）及び流域管理事務所
（BWO）の村落給水・衛生事業
に関する運営管理能力が強化さ
れる。

3. 全国のDWST、RWST及びBWOに
対する水省コミュニティ給水局
の能力開発支援体制が強化され
る。

タンザニア国村落給水事業実施・運営管理能力強化プロジェクト（フェーズ2）中間レビュー調査　評価グリッド

データ収集方法情報源

資料レビュー
質問票
インタビュー

質問票送
付先

専門家
水省

専門家
水省

資料レビュー
質問票
インタビュー

1-2. プロジェクト
目標達成度

1-3. アウトプット
の達成度
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小項目

評価
項目

評価設問

大項目
必要なデータ特記事項 データ収集方法情報源

質問票送
付先

4-1. パイロット地域でDWSTによる指導
を受けるコミュニティの数が増加する。

活動実績
関係者の意見

4-2. 給水施設の料金徴収率が向上した
パイロット地域の対象コミュニティの割
合がXX%以上となる。

活動実績
関係者の意見

日本側
1. 専門家
2. 本邦研修
3. 機材
4. ローカルコンサルタント費

投入の質、量、時期は計画通りか。 専門家に依頼 投入の質・量・時期 進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

専門家

タンザニア側
1. C/P
2. 専門家執務室及び什器

投入の質、量、時期は計画通りか。 カウンタパートに依頼 投入の質・量・時期 進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

MWI

2.
実施
プロ
セス
の検
証

2-1. 活動の進捗状
況

活動の達成度・達成
時期

PDM
PO
進捗報告書
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

カウンターパートの数・配置・能力は適
切であったか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

プロジェクト運営実施上のモニタリング
は適切に行われているか（頻度・方法）

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

JCCはプロジェクトの運営上、十分に機
能しているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

専門家とC/Pの関係は良好か。 C/Pと専門家のコミュニケーションは十
分にとれているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

水省コミュニティ給水局、BWO、RWST、
DWSTはプロジェクトの活動状況を十分に
把握しているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票回答
インタビュー 専門家

カウンターパートのプロジェクト活動へ
の参加は活発か。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

水省コミュニティ給水局、及びパイロッ
ト地域のBWO、RWST、DWSTは、プロジェ
クト活動に対する十分な予算を確保して
いるか。

予算
関係者の意見

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

活動は計画通りに実施されているか。

4. パイロット地域のコミュニ
ティにおける給水状況の改善へ
向けた取り組みが強化される。

質問票
インタビュー

プロジェクトのマネジメント体
制に問題はないか。

カウンターパートは主体的にプ
ロジェクトの実施に取り組んで
いるか。

資料レビュー
質問票
インタビュー

1-4. 投入の実績

2-3. 相手国実施機
関の主体性

2-2. プロジェクト
マネジメント体制

専門家
水省
パイロット
地域の
DWST、RWST
及びBWO

資料レビュー
質問票
インタビュー
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小項目

評価
項目

評価設問

大項目
必要なデータ特記事項 データ収集方法情報源

質問票送
付先

3-1. 必要性 プロジェクト目標とタンザニア
側のニーズは一致しているか。

水省コミュニティ給水局による全国の
DWST、RWST及びBWOを対象とした能力開
発支援は、タンザニアの水セクターにお
けるニーズと一致しているか。

関連文書
関係者の意見

WSDP
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

上位目標とタンザニアの開発政
策の間に整合性はあるか。

DWST、RWST及びBWOの村落給水・衛生事
業に関する運営管理能力の強化は、
MKUKUTAII、WSDPと合致しているか。

関連文書
関係者の意見

貧困削減戦略
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクトと日本の援助政策
の間に整合性はあるか。

プロジェクトは、日本の対タンザニア国
別援助計画（事業展開計画を含む）に合
致しているか。

日本の援助政策 国別援助計画
事業展開計画

資料レビュー
-

3-3. 手段としての
適切性

プロジェクトは、全国のDWST、RWST及び
BWOを対象とした能力開発支援を強化す
る適切なアプローチととっているか。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

パイロットプロジェクトの地区の選択は
適切か。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

日本の技術の優位性はあるか。 JICAの過去の村落給水事業の経験が活か
されているか。

関係者の意見 関連文書
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

他ドナーのプロジェクトとの協
力関係はどうなっているか。

他ドナーとの協力体制において相乗効果
はあるか。

他ドナーの協力体制 進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

3-4.その他 事前評価以降の政策・経済・社
会等の変化はなかったか。

プロジェクトの実施、運営等に影響を与
える政策・経済・社会などの変化はある
か。

タンザニアの政治・
経済・社会・開発協
力等の情報

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクト目標の達成状況は
どうか。

プロジェクト目標が達成される見込みは
あるか。

1.実績の検証で確認 活動実績
プロジェクト目標の
達成度

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

8．その他で確認 関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

4-2. 因果関係 アウトプットはプロジェクト目
標の達成に貢献しているか。

アウトプットの達成がプロジェクト目標
「水省コミュニティ給水局によって提供
される全国のDWST、RWST及びBWOを対象
とした能力開発支援の強化」の達成に貢
献するか。

活動実績
アウトプットとプロ
ジェクト目標の因果
関係
関係者の意見

進捗報告書
PDM
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクト活動に甚大な影響を与える
自然災害は発生していないか。（外部条
件）

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクトで育成されたコミュニティ
給水局の担当職員は同局で業務を継続し
ているか。（外部条件）

質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

その他にプロジェクト目標達成に対する
貢献要因・阻害要因はあるか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクト目標達成に対する
貢献・阻害要因はあるか。

資料レビュー
質問票
インタビュー

プロジェクト目標指標の設定レベルは適切か。

3.
妥当
性

3-2. 優先度

4.
有効
性

4-3.促進・阻害要
因

4-1. プロジェクト
目標の達成予測

プロジェクトのアプローチは適
切だったか。
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小項目

評価
項目

評価設問

大項目
必要なデータ特記事項 データ収集方法情報源

質問票送
付先

1.実績の検証で確認 アウトプットの達成
度･時期

8．その他で確認 関係者の意見
活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期
は適切か。

専門家派遣実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

供与機材の種類、量、設置時期は適切
か。

納入機材リスト
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

本邦研修の分野、研修内容、研修時期は
適切か。

研修員受入実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

タンザニア側のC/P配置、予算配分、予
算執行は適切か。

C/P配置状況
プロジェクト経費
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

他のJICAのスキームや他の援助
機関との連携

他のJICAスキームとの連携や他の援助機
関との連携による成果があるか。

機材納入実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

前フェーズで育成された人材の
活用

フェーズ1で育成された人材の活用をし
ているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

5-3. 効率性の貢
献・阻害要因

効率性の貢献要因、阻害要因は
あるか。

アウトプットの産出に対する貢献・阻害
要因はあるか。

関係者の意見 進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

専門家
水省

1.実績の検証で確認 活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

8．その他で確認 関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

関係者の意見 専門家
水省

6-2. 因果関係 関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

6-3. 波及効果 関係者の意見 進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

資料レビュー
質問票
インタビュー

5.
効率
性

上位目標以外の正負の効果・影響は見られるか。また、負の影響があれ
ば、それを除去または軽減する方策は取られているか。

5-1. アウトプット
の達成度

各アウトプットは計画通り達成されているか。

アウトプットを達成するために
投入の質、量、タイミングは適
切か

6.
イン
パク
ト

各アウトプットの指標は適切か。

上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。

上位目標の設定指標は適切か。

プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は、現時点において
も正しいか。また、外部条件が満たされる可能性は高いか。

専門家
水省

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

投入・成果の実績、活動の状況から、上位目標の達成は見込まれるか。

アウトプットを産出するために十分な活動か。

プロジェクトは上位目標を達成するための活動を含めているか。

上位目標の達成を阻害する要因はあるか。

5-2. 因果関係

6-1. 上位目標の達
成見込み
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小項目

評価
項目

評価設問

大項目
必要なデータ特記事項 データ収集方法情報源

質問票送
付先

7.
持続
性

7-1. 政策・制度面 プロジェクト終了後も政策的支
援が続くか。

DWST、RWST及びBWOの村落給水・衛生事
業に関する運営管理能力強化は引き続き
タンザニア国水セクターの優先課題とし
て位置づけられるか。

水セクター政策
関係者の意見

WSDP
関係者の意見

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
水省

プロジェクト組織はプロジェク
ト終了後も維持されるか。

水省コミュニティ給水局、DWST、RWST及
びBWO、コミュニティは、プロジェクト
終了後もその役割が維持されるか。

水法2009
関係者の意見 専門家

水省

水省コミュニティ給水局及びDWST、RWST
及びBWOがRUWASA-CAD研修を実施するた
めに必要な予算は確保されているか。

水セクターの予算
水セクターの戦略
関係者の意見

専門家
水省
パイロッ
ト地域の
DWST、
RWST及び
BWO

DWST、RWST及びBWO及びコミュニティが
RWSSの新規事業及び運営管理を行う上で
必要な予算は確保されているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省
パイロッ
ト地域の
DWST、
RWST及び
BWO

研修リソースは研修を行う十分な知識を
持っているか。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

全国レベルで研修を実施する十分な研修
リソースがあるか。

活動実績
関係者の意見

進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

研修リソースを適切に活用できる知識を
水省コミュニティ給水局は持っている
か。

水省の戦略
関係者の意見

専門家
水省

プロジェクト終了後も技術面で
の知識は継続するか。

水省コミュニティ給水局は、RUWASA-CAD
研修に係る知識を維持する何らかの戦略
はあるか。

水省の戦略
関係者の意見

専門家
水省

機材の状況
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

7-4. 社会・文化・
環境面

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー 専門家

水省

資料レビュー
質問票
インタビュー

資料レビュー
質問票
インタビュー

プロジェクト終了後も財源は確
保されているか。

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

7-2. 組織・財政面

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

プロジェクトで供与した機材の維持管理は適切か。

7-3. 技術面 プロジェクトのカウンターパー
トは十分な知識を有している
か。

社会、文化、環境面において持続的効果を阻害する要因はあるか。
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小項目

評価
項目

評価設問

大項目
必要なデータ特記事項 データ収集方法情報源

質問票送
付先

上位目標の指標1に関して、WSDPからの
予算措置を指標に含めることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

上位目標の指標1及び2に具体的な目標を
加えることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

上位目標にコミュニティレベルの村落給
水・衛生事業の運営維持管理に関する指
標を加えることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

プロジェクト目標の指標1に具体的な目
標を加えることは妥当か。
プロジェクト目標の指標2はアウトプッ
ト4の指標4-1の言い換えとなっているが
削除することは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

プロジェクト目標の指標3,4に関して、
指標をパイロット地域に限定することは
妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

プロジェクト目標の指標に、全国の
DWST、RWST及びBWOの指導に関する指標
を追加することは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット1の指標1-1に関して、具体
的な目標を加えることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット2の指標2-1及び2-2に関し
て、具体的な目標を加えることは妥当
か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット3の指標3-1及び3-3に具体
的な目標を加えることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット4の指標4－1及び4-2に関し
て具体的な目標を加えることは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット4の指標に関して、パイ
ロット地域における給水施設の新規建
設、運営維持管理に係る目標を加えるこ
とは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

アウトプット4の指標に関して、プロ
ジェクト目標の3,4を移動して加えるこ
とは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
水省

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
水省

資料レビュー
質問票
インタビュー

8.
その
他

8-1. 軌道修正の必
要性

その他、PDMの修正が必要と思われる箇所があるか。

PDMの指標の修正に妥当性はあ
るか。
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